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1 維持管理計画書等様式例 
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土地改良事業計画書（維持管理計画書）変更手続一覧 

一定地域の決定 

↓ 

計画書の概要作成 （４８③） 

↓ 

計画概要協議   （４８⑨→５③) 市町長との協議 

↓ 

計画書の概要決定  （４８③） 

↓ 

計画概要・変更後の定款案公告  （４８③）【公告期間５日間】 

↓ 

組合員からの同意徴集事務   （４８③⑦） 

↓ 

事業計画書の作成    ← （４８⑨→７⑤） 

↓ 

総会（総代会）の議決  （３３、４８①） 

↓ 

定款変更認可・公告  の申請  （３０②） 

 

事業計画（維持管理計画）変更認可 の申請    （４８①） 

↓ 

専門技術者の報告      （４８⑨→８②、③９） 

↓ 

適否決定              （４８⑨→８①、④、⑤） 

↓ 

事業計画書・定款写しの公告縦覧  （４８⑨→８⑥）【縦覧：２０日以上】 

↓                      【審査請求期間：縦覧終了後１５日以内】 

異議申出・受理決定   （４８⑨→９①～⑤） 

           異議有り    専門技術者 

                  ↓ 

                  決  定     申請の却下    

定款変更認可・公告   （３０②、③） 

事業計画（維持管理計画）変更認可  （４８①、４８⑨→１０①、４８⑪） 

↓ 

維持管理の開始 

 

県又は市町が行う事項                           
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土地改良区維持管理計画書例 

第１章 地域及び地積 

維持管理事業の受益地域を明記し、市町村別、大字別、地目別の地積を次の様式により 

記載する 
 

市町村名及び大字名 
地            積 

 

備 考 
田 畑 その他 計 

 ha ha ha ha  

 

第２章 地域の現況 

第１節 地 形 

地域内外の形状（標高、傾斜、土地起伏など）、各地目の分布状況を簡略に記載する。 

第２節 気 象 

気象の状況について説明し、災害など特殊な気象条件についてその特異性及びその頻度を 

記載する。 

第３節 水利状況 

当該地域に関係する河川、溜池等の分布状況及び用水の過不足状況、排水の状況などを記 

載する。 

第４節 耕地面積 

（１）地域内の市町村別、作物別作付面積、平均一戸当たり耕作面積 

（２）地域内の一毛作、二毛作田面積 

 

第３章 維持管理計画 

第１節 目 的 

施行しようとする維持管理の内容に従い、目的を具体的に記載する。 

第２節 かんがい施設関係 

（１）かんがい施設（用水路を含む）の種類、規模及び維持管理の方法 

 

（ア）用 水 路 

番 

 

号 

水 

路 

名 

延 

 

長 

通 

水 

量 

勾 

 

配 

構 

 

造 

断  面 主要 

構造物 

関係地 

区及び 

面積 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備

考 底幅 側法勾配 深さ 

  m M3/s   m  m  ha    

（注） 上記様式に用水路を列記し「主要構造物」欄の隧道、伏越、掛樋、暗渠などについ 

て枠の外にその延長、断面、構造を記載すること。 
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（イ）井  堰 

番 

 

号 

名 

 

称 

所

在

地 

取水 

河川 

名 

渇 

水 

量 

構 造 取水量 関係地 

区及び 

面積 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備

考 構造 堰長 堰高 代掻期 普通期 

      ｍ ｍ ㎥/ｓ ㎥/ｓ ha    

 

（ウ）溜 池 

番 

 

号 

名 

 

称 

所

在

地 

集水区域 

 

及び面積 

構 造 有効 

貯水量 

関係地 

区及び 

面積 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備考 

種類 堰長 堰高 

   Ha  ｍ ｍ ㎥ ha    

 

（エ）揚水機場 

番 

 

号 

名 

 

称 

所

在

地 

水源及びそ

の状況 

渇 

水 

量 

揚水機 原動機 実 

揚 

程 

用

水

量 

関係地 

区及び 

面積 

建物等 

の付属 

建 物 

種

類 

口

径 

台

数 

種

類 

台

数 

能

力 

               

 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備考 

         

 

（２）配水の時期及び方法 

水系別の取入口での取水時期及び幹線的な水路の分水施設ごとの配水時期、配分方法、 

用水量及びかんがい面積を記載すること。 

（３）干ばつ時における処置 

干ばつ時における配水方法及びその配水方法によってなお水不足の場合の対策を記載す 

ること 

（４）他の農業水利団体との関係 

（ア）水系上上流に位置する他の水利組織及び下流に位置する水利組織あるいは当土地改良 

区の水源を共用する他の水利組織との取水量及び維持管理の方法などに関する慣行 

または契約事項について記載すること。 

「建物等の附属設備」欄は、ポンプ小屋、管理人小屋などを

記載し、上記の枠外に個々の構造、規模等を記載すること。 

（ア）～（エ）以外の施設があるときは更にそれも記載す

ること。 

施設別の維持管理の方法の他、総合的な維持管理の方法等

があるときは別に記載すること。 
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（イ）当土地改良区の区域内で末端施設を維持管理する水利組織があるときは、それらとの 

慣行または契約事項について記載すること。 

（５）制裁規定 

維持管理計画に記載した内容に違反した場合における制裁規定があれば記載すること。 

 

第３節 排水施設関係 

（１）排水施設（排水路を含む）の種類、規模、構造及び維持管理の方法 

（ア）排 水 路 

番 

 

号 

水 

路 

名 

延 

 

長 

通 

水 

量 

勾 

 

配 

構 

 

造 

断  面 主要 

構造物 

関係地 

区及び 

面積 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備

考 底幅 側法勾配 深さ 

  m M3/s   m  m  ha    

    （注）「主要構造物」として暗渠等を記入し、枠の外に個々について、その延長、 

断面構造等を記載すること。    

 

 （イ）排 水 機 場 

番 

 

号 

名 

 

称 

所

在

地 

揚水機原動機 実 

揚 

程 

排 

水 

量 

吐き 

出し 

河川 

関係地 

区及び 

面積 

建物等 

の付属 

建 物 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備

考 種類口径台数種類台数能

力 

          Mm               HP 

                           KW.V 

   ha     

   （注）「建物等の附属設備」は、ポンプ小屋、管理人小屋などを記入し枠外に個々の 

構造、規模等を記載すること。 

 

（ア）（イ）以外の施設があるときは更にそれも記載すること。又（ア）（イ）など 

の施設について総合的な維持管理の方法があるときは、別に記載すること。 

 

（２）排水の時期及び方法 

系統別の排水の順序、方法及び時期などを記載すること。 

（３）洪水時における処置 

洪水時における排水方法を記載すること。 

（４）他の農業水利団体との関係 

当土地改良区の地区からの排水が下流部へ与える影響を記載する。 

他地区との共用排水路がある場合の慣行、契約事項について記載する 

こと。 
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第４節 農業用道路その他農用地の保全又は利用上必要な施設関係 

（１）農業用道路の規模、構造及び維持管理方法 

番 

 

号 

水 

路 

名 

所

在

地 

延 

 

長 

最大

勾配 

巾 

 

員 

路面 

 

構造 

断  面 関係地 

区及び 

面積 

維持 

管理 

の方法 

○年○月○日 

現在の耐用 

年 数 

備

考 橋梁 暗渠 その他 

       ヶ所 ヶ所 ヶ所 Ha    

（２）その他農用地の保全又は利用上必要な施設の種類、規模、構造及び維 

持管理の方法。 

階段工、土留工、防風林、防災溜池などの維持管理を行っている場合 

は、それらの種類別に規模、構造、維持管理の方法などについて記載す 

ること。 

 

第５節 他の事業等との関係 

（１）他種事業（上水道等）と地区内施設との関係 

（２）森林、運輸、漁業等との関係 

（３）当土地改良区の維持管理事業と、治水との関係 

（４）地区外上流部又は区域内の住宅工場地域からの汚水の流入状況その影響 

（５）その他当土地改良区と外的環境との関係 

以上各号について、当土地改良区と農業以外の環境との相互関係、管 

理している施設の他目的への使用状況などについて記載し、それらが当 

土地改良区の管理事業から受けまたはそれらへ及ぼす影響を記載する 

こと。 

 

第４章 維持管理費 

施 設 通常的維持管理費 補修費 運 転 費 

水 路 

井 堰 

溜 池 

用排水機場 

農 道 

配水費、草刈費、浚渫費 

管理費 

管理費、草刈費 

管理費、検査費 

草刈費 

補修費 

補修費 

補修費 

補修費 

補修費 

 

操作費 

 

運転費、動力費 

   その他敷地料などがあるが過去の支出状況により経常的に要する各施設の年間維持 

管理費をその各施設の維持管理方法及び投入する労力、資材などを根拠に次の表に記 

入し積算すること。 
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種

類 

番

号 

名

称 

通常維持管理費 修 理 費 運 転 費 

種

目 

数

量 

単

価 

経

費 

種

目 

数

量 

単

価 

経

費 

種

目 

数

量 

単

価 

経

費 

               

  計             

物価の変動及びその年の事情により臨時に支出をする経費は、その都度積算して注記すること。 

 

第５章 効 果 

この維持管理による減産防止、災害防止等の効果について記載すること 

第６章 図 面 

第１節  土地改良区区域位置図 

第２節  用水関係図 

（１）かんがい施設（用水路を含む）の位置及び受益地域を記載した図面（縮尺 1/3,000） 

（第３章第２節（１）に記載した施設を網羅すること。） 

（２）用水の水系及び配水（自然分水流入を含む）の順序を記載した図面 

（第３章第２節（２）に記載した事項と一致すること。） 

第３節 排水関係図面 

（１）排水施設（排水路を含む）の位置及び受益地域を記載した図面（縮尺 1/3,000） 

（第３章第３節（２）に記載した事項とに一致すること） 

（２）排水系統図（第３章第３節（２）に記載した事項と一致すること。） 

第４節 農業用道路その他農用地の保全又は利用上必要な施設の位置及び受益地域を記載 

した図面（第３章第４節（１）（２）に記載した事項と一致すること。）（縮尺 1／3,000） 

第５節 土地改良区の地区内外の用水及び排水の関係ならびに他の事業及び他の農業水利 

団体との関係を記載した図面（第３章第２節（４）同章第３節（４）及び同章第５節 

の記載事項と一致すること。） 

 

 

 

 

附 則（平成  年  月  日の総代会で議決） 

 この維持管理計画書は、認可の日（平成  年  月 日）から施行する。 
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土地改良区ダム管理規程例 

第 1 章 総 則 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、○○事業によって造成された土地改良施設の維持管理計画書第○章第○節に

基づき、○○ダム（管理事務所，電気施設，通信施設，その他の附帯施設を含む。以下同じ。）

の維持，操作その他の管理について，必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理者の業務） 

第２条 ダム管理責任者（以下「管理者」という。）は、この規程の定めるところにより、ダムを 

管理するものとする。 

２ 管理者は、ダムの操作にあたっては農業、○○事業相互間の受給調整について留意し、水資源

の有効利用を図らなければならない 

【備考】農業専用のダムにあっては，第２項を削る。 

 

（異例の処置） 

第３条 管理者は、この規程に定めない事項を処理しようとするときは、あらかじめ○○土地改良 

区理事長（以下「理事長」という。）の承認を得なければならない。 

ただし、非常事態の発生により緊急に措置を要するものについては、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合は、事後速やかに理事長に報告するとともに、その後の措置についての指 

示を受けなければならない。 

 

 

第２章 貯水，取水または放流に関する事項 

第１節 ダムの水位及び貯水 

 

（満水位） 

第４条 ダムの満水位は標高○○メートルとし、水位をこれより上昇させてはならない。 

 

（低水位） 

第５条 ダムの低水位は標高○○メートルとし、監査、補修その他特に必要とする場合を除き、 

水位をこれより低下させてはならない。 

 

（水位の基準） 

第６条 ダムの水位は、すべて堤体（又は取水塔）に取り付けられた水位計の示度によるものと 

する。 

 

（貯 水） 

第７条 管理者は、かんがい用水等を確保するため、ダム容量配分計画により原則として毎年 
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○月○日までに ダムの貯水を満水位にするものとする。 

２ ダム容量配分計画は別表のとおりとする。 

 

（かんがい用水のための利用） 

第８条 かんがい用水のための利用は、標高○○メートルから標高○○メートルまでの容量、 

最大○○立方メートルを利用して行なうものとする。 

 

（○○事業のための利用） 

第９条 ○○事業のための利用は、標高○○メートルから標高○○メートルまでの容量、最大 

○○立方メートルを利用して行なうものとする。 

【備考】農業専用のダムにあっては，本条を削る。 

 

 

第２節 取 水 

 

（かんがい期間） 

第１０条 毎年○月○日から○月○日までをかんがい期間とする。 

 

（かんがい用水の取水） 

第１１条 管理者は、かんがい期間において，気象，水象及びかんがいの状況を考慮して受益 

地の必要な水量をダムから取水しなければならない。 

２ 管理者は、かんがい期間において異常渇水等によって必要な水量を取水することが困難な 

場合には、理事長に報告し、その指示を受けて適切な措置を取らなければならない。 

 

（計画取水量） 

第１２条 かんがい用水のためのダムからの取水量は、次に掲げる量を基準とする。 

〔例〕 

○○用水取水量 

○月○日から○月○日まで、毎秒○○立方メートル 

【備考】ダム地点において直接取水せず、河川を利用して下流地点において取水する場合 

にあっては、次項により記載し、第１１条及び第１３条中「取水」とあるのは「放流」 

と改めるものとする。 

 

２ かんがい用水のためのダムからの放流量は、下流各地点における時期別の取水量からそれぞれ 

の取水地点における河川の自然流量を控除した量とし、次に掲げる水量を基準とする。 
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〔例〕              （単位 毎秒立方メートル） 

 

地点 

 

区分 

かんがい期間 その他 

の期間 苗代期 移植期 普通期 

○月○日 

～○月○日 

○月○日 

～○月○日 

○月○日 

～○月○日 

○月○日 

～○月○日 

○○ 計画取水量 

ダム放水量 

     

○○ 計画取水量 

ダム放水量 

     

 

【備考】 かんがい用水のための利用がないダムにあっては第１０条から 

第１２条までを削る。 

 

（○○事業の取水） 

第１３条 管理者は，○○事業のため，かんがい期間にあっては毎秒○○立方メート 

ル、その他の期間にあっては、毎秒○○立方メートルをダムから取水することが 

できるよう努めるものとする。 

２ 管理者は，ダムの操作を行なおうとする場合において，○○事業の取水に影響 

を及ぼすおそれがあると認められるときは、○○事業の責任者と協議するものと 

する。 

【備考】農業専用のダムにあっては，本条を削る。 

 

（責任放流） 

第１４条 ダムからの責任放流量は，毎秒○○立方メートルとする。 

【備考】責任放流の規定のないダムにあっては，本条を削る。 

 

第３節 放 流 

 

（放流の制限） 

第１５条 ダムに貯留された水は，次の各号の１に該当する場合に限り放流（取水の 

ための放流を除く。）するものとする。 

（１） 水位が満水位を超えるとき。 

（２） 第２５条から第２８条までの規定により洪水時の調節を行なう必要があ 

るとき。 

（３） 第２１条の規定により点検整備を行なう必要があるとき。 

（４） その他特に止むを得ない理由により必要があるとき。 
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（放流量） 

第１６条 ダムから放流を行なう場合の放流量は，洪水時の調節を行なうときを除き、 

毎秒○○立方メートルを超えてはならない。 

２ 洪水とは，ダムへの流入量の最大が毎秒○○立方メートルを超える出水をいう。 

 

（放流の通知） 

第１７条 管理者は，ダムから放流することによって下流の水位に著しい変動を生ずると認めると

きは，これによって生ずる危害を防止するため（関係機関）に通知 

するとともに、一般に周知させるため必要な措置をとらなければならない。 

【備考】（関係機関）については，関係の土地改良区，市町村，警察，土木出 

張所等を具体的に列記する。 

 

第３章 ゲートの操作 

（余水吐ゲートの操作） 

第１８条 余水吐ゲートは．常に閉塞しておくものとし，次の各号の 1 に該当する場 

合には、これを操作するものとする。 

（１） 第１５条に規定する放流を行なうとき。 

（２） 第２１条の規定による余水吐ゲートの点検整備を行うとき。 

【備考】余水吐ゲートのないダムにあっては，本条を削る。 

 

（取水塔ゲートの操作） 

第１９条 取水塔ゲートは，取水の必要に応じて開扉するものとし，常に貯水位から 

○メートル以内の水深にある水を取水するように操作するものとする。 

２ 第２１条の規定による取水塔ゲートの点検整備は，かんがい期間以外の期間に 

行なうものとする。 

 

（放水ゲートの操作） 

第２０条 放水ゲートは，常に閉塞しておくものとし，次の各号の１に該当する場合 

には、これを操作するものとする。 

（１） 第１８条第１号に規定する余水吐ゲートの操作のみによっては所要の放 

流を行なうことができないとき。 

（２） 堤体等を点検し又は補修するため，貯水位を低下させる必要があるとき。 

（３） 堆積土砂の掃流を行なうとき。 

（４） 第２１条の規定により放水ゲートの点検整備を行なうとき。 

（５） その他止むを得ない理由により，貯水位を低下させる必要があるとき。 

【備考】放水ゲートのないダムにあっては，本条を削る。 

 

〔注 意〕ゲートの操作の具体的方法等については，それぞれの施設に応じて 

必要な規定を記載すること。 
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第４章 点検及び整備に関する事項 

 

（点検及び整備） 

第２１条 管理者は，堤体，ゲート，ゲートを操作するために必要な機械及び器具、 

警報、通信連絡及び観測のために必要な設備，管理のために必要な船舶及び車両 

並びにこれらの操作のために必要な資材を常に良好な状態に保つための点検及 

び整備を行ない、特にゲート及び予備電源設備については適時試運転を行なわな 

ければならない。 

 

（ダム及びその周辺の監視） 

第２２条 管理者は，ダム及びその周辺について常に監視を行ない，その維持及び保 

全に支障を及ぼす行為の取締り並びに危険防止に努めなければならない。 

 

第５章 緊急事態における措置に関する事項 

第 1 節 洪 水 

 

（洪水警戒体制） 

第２３条 管理者は，次の各号の 1 に該当する場合においては，洪水警戒体制をとら 

なければならない。 

（１） ○○気象台から関係地域に対して降雨に関する注意報又は警報が発せら 

れたとき。 

（２） その他洪水が予想されるとき。 

 

（洪水警戒体制時における措置） 

第２４条 管理者は，前条の規定により洪水警戒体制をとったときは，職員を呼集し 

てそれぞれ担当部署に配置し，次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

（１） 関係の気象台，市町村，土地改良区その他の機関との連絡並びに気象、 

水象に関する観測及び情報の収集を密接に行なうこと。 

（２） 最大流入量，洪水総量，洪水継続時間及び流入量の時期的変化を予測す 

ること。 

（３） 洪水調節計画をたて，予備放流を行なう必要があるときはその水位を定 

めること。 

（４） ゲート並びにゲートの操作に必要な機械及び器具の点検．整備，予備電 

源設備の試運転その他ダムの操作に関し必要な措置をとること。 

【備考】放流ゲートのないダムにあっては第３号及び第４号を削る。 

 

（予備放流） 

第２５条 管理者は，次条の規定により洪水調節を行なう必要が生ずると認められる 



13 

場合において，水位が前条第 3 号により定めた予備放流水位を超えているときは、 

水位を当該予備放流水位に低下させるため，あらかじめ，ダムから放流を行なわ 

なければならない。 

 

（洪水調節） 

第２６条 管理者は，流入量が毎秒○○立方メートルに達した後は，流入量が一旦最 

大に達し再び毎秒○○立方メートルに減少するまでの間、毎秒○○立方メートル 

の流水をダムから放流することにより洪水調節を行なわなければならない。 

ただし，管理者は，気象，水象その他の状況により特に必要と認める場合にお 

いては、これによらないことができる。 

 

（洪水調節後における水位の低下） 

第２７条 管理者は，前条の規定により洪水調節を行なった後において，ダムの水位 

を低下させる必要があると認めるときは，下流に支障を及ぼさない程度の流量を 

限度としてダムから放流を行なわなければならない。 

 

（洪水に達しない流水の調節） 

第２８条 管理者は，気象，水象その他の状況により必要と認める場合においては． 

洪水に達しない流水についても調節を行なうことができる。 

【備考】放流ゲートのないダムにあっては，第２５条から第２８条までを削る。 

 

（洪水警戒体制の解除） 

第２９条 管理者は気象及び水象の状況により洪水警戒の必要がなくなったと認めた 

ときは、堤体等の異状の有無を点検し，異状を認めたときはすみやかに必要な措 

置をとり、その後に洪水警戒体制を解除するものとする。 

 

第２節 かんばつ 

（かんばつ時における措置） 

第３０条 管理者は、ダムの貯水状況及び長期にわたる降雨量の予報等を勘案して、 

かんばつのおそれがあると認めたときは、原則としてダムからの放流を停止し、 

理事長および○○事業の責任者等のダム利用者の意見を聞いて，取水に関する節 

水計画をたて、これにより取水を行ない，著しい用水不足を生じないよう努めな 

ければならない。 

 

第６章 観測及び調査に関する事項 

（気象及び水象の観測） 

第３１条 管理者は，気象及び水象について，次に掲げる事項を定期的に観測しなけ 

ればならない。 

（１） 気象関係 
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天気，気温，湿度，風力及び方向，降雨量，積雪量等 

（２） 水象関係 

水位，流入量，放流量，取水量，水温，結氷等 

 

（ダムの滞砂状況の調査） 

第３２条 管理者は，毎年低水位時（○月）に１回又は洪水の直後で必要があると認 

めたときはダムの滞砂状況を調査しなければならない。 

 

（堤体の調査） 

第３３条 管理者は，堤体に設置された測定機器により，堤体の温度及び変位（沈下， 

移動量）堤圧（間隙水圧，土圧，揚圧力），漏水等について調査又は観測を行な 

わなければならない。 

 

（管理日誌） 

第３４条 管理者は，ダム管理日誌を備え，次の各号に掲げる事項について記録しな 

ければならない。 

（１） 前 3 条の規定による調査又は観測の結果 

（２） ダムの状況及び点検整備に関する事項 

（３） 緊急時における措置に関する事項 

（４） ゲートの操作を行なったときは，操作の理由，操作の時刻，開度，取 

水量又は放流量 

（５） その他ダムの管理に関する事項 

２ 管理者は，毎月１０日までに前月分の管理日誌を取りまとめ，理事長に提出し， 

その内容を報告しなければならない。 

 

附則 

この規程は，認可の日（平成○年○月○日）から施行する。 
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土地改良区頭首工管理規程例 

 

第 1 章 総 則 

（趣 旨） 

第１条 この規程は，○○事業によって造成された土地改良施設の維持管理計画書第 

○章第○節に基づき，○○頭首工（管理事務所，電気施設，通信施設その他の附 

帯施設を含む。以下同じ。）の維持，操作その他の管理について必要な事項を定 

めるものとする。 

 

（管理者） 

第２条 頭首工管理責任者（以下「管理者」という。）は，この規程に定めるところに 

より、頭首工を管理するものとする。 

 

（異例の処置） 

第３条 管理者は，この規程に定めない事項を処理しようとするときは，あらかじめ 

○○土地改良区理事長（以下「理事長」という。）の承認を得なければならない。 

ただし，非常事態の発生により緊急に措置を要するものについては，この限り 

でない。 

２ 前項ただし書の場合は，事後速やかに理事長に報告するとともに，その後の措

置についての指示を受けなければならない。 

 

第２章 取水，放流及びゲートの操作に関する事項 

第１節 水 位 

 

（水位の制限） 

第４条 頭首工地点における河川の水位（以下「頭首工の水位」という。）は，標高○ 

○メートルを上限とし，標高○○メートルを下限とする。 

２ 管理者は，前項に規定する水位の範囲内でかんがい用水等の取水を行ない，か 

つ、河川の流量を努めて恒常的に維持させるものとする。 

 

（水位の基準） 

第５条 頭首工の水位は，堤体（又は取水ゲート）に取り付けられた水位計の示度に 

よるものとする。 

 

第２節 取 水 

（かんがい期） 

第６条 毎年○月○日から○月○日までの期間をかんがい期間とする。 
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（取 水） 

第７条 管理者は，かんがい期間において，気象，水象及びかんがいの状況を考慮し 

つつ受益地の必要な水量を取水するものとする。 

 

（計画取水量） 

第８条 頭首工地点からのかんがい用水の取水量は，次に掲げる量を基準とする。 

 

〔例〕               （単位 立方メートル／秒） 

  時期別 

 

 

用水名 

かんがい期間 その他 

の期間 

備考 

 苗代期 移植期 普通期 

○月○日 

～○月○日 

○月○日 

～○月○日 

○月○日 

～○月○日 

○月○日 

～○月○日 

○○用水       

 

（取水時のゲートの操作） 

第９条 かんがい用水の取水を行なうときは，頭首工の水位及び取水量に応じて制水 

門ゲート及び取入水門ゲートの開度を調節してするものとする。 

 

（取水量の測定） 

第１０条 取水量の測定は，取入水門の内側（幹線用水路）に取り付けられた量水標 

の示度によるものとする。 

２ 管理者は，取水量の正確を期するため毎年１回量水標地点の流量測定を行ない， 

その結果に基づいて取水量測定表を補正するものとする。 

 

第３節 放流及びゲートの操作 

 

（責任放流及び平常時の放流） 

第１１条 頭首工の責任放流量は毎秒○○立方メートルとし，頭首工の水位が標高○ 

○メートル（上限）以内のときは，制水門ゲートのうち○基のみを開扉し，これ 

の調節により水位を標高○○メートル（下限）から標高○○メートル（上限）の 

間に保ちつつ放流するものとする。 

 

（出水時の放流） 

第１２条 頭首工の水位が前条の量を超え，以後増水するときは，順次に他の制水門 

ゲートを開扉し水位を標高○○メートル（上限）に保ちながら放流するものとし、

さらに水位が標高○○メートル（上限）をこえて増水するときは，すべての制水
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門ゲートを全開の状態におくものとする。 

２ 頭首工の水位が標高○○メートルを超えたときは，取入水門ゲートを閉扉する 

ものとする。 

 

（出水後の操作） 

第１３条 頭首工の水位が標高○○メートル（上限）に減じた後は．水位を標高○○ 

メートル（上限）に保ちながら減水に応じて前条第 1 項の開扉と逆の順序で制水 

門ゲートを順次閉扉するものとする。 

 

（舟通し閘門の操作） 

第１４条 頭首工地点を通過しようとする舟艇のあるときは，航行の安全を確かめ， 

速やかに舟通し閘門を操作して通過させるものとする。 

 

（魚道の放流） 

第１５条 頭首工附帯の魚道調節門からは毎秒○○立方メートル以上の水量を常時放 

流するものとする。 

 

第３章 点検及び整備に関する事項 

（点検及び整備） 

第１６条 管理者は堤体，ゲート，ゲートを操作するために必要な機械及び器具，警 

報、通信連絡及び観測のために必要な設備，管理のために必要な船舶及び車両並 

びにこれらの操作のために必要な資材を常に良好な状態に保つための点検及び 

整備を行なわなければならない。 

 

（監 視） 

第１７条 管理者は，頭首工及びその周辺について常に監視を行ない，その維持及び 

保全に支障を及ぼす行為の取締り並びに危険防止に努めなければならない。 

 

第４章 緊急事態における措置に関する事項 

第 1 節 洪 水 

 

（洪水警戒体制） 

第１８条 管理者は，次の各号の 1 に該当するときは，洪水警戒体制をとらなければ 

ならない。 

（１） ○○気象台から関係地域に対して降雨に関する注意報又は警報が発せら 

れたとき。 

（２） 頭首工の水位が標高○○メートルを超えることが予想されるとき。 

（洪水警戒体制時の措置） 
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第１９条 管理者は，前条の規定により洪水警戒体制をとったときは，職員を呼集し 

てそれぞれ担当部署に配置し，次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

（１） 関係の気象台，市町村，土地改良区その他の機関との連絡並びに気象及 

び水象に関する観測及び情報の収集を密接に行なうこと。 

（２） ゲート並びにゲートの操作に必要な機械及び器具の点検整備，予備電源 

設備の試運転その他頭首工の操作に関し必要な措置をとること。 

（３） 常に河川流量及び水位に注意し，第 12 条の規定による頭首工の操作に万 

全を期すること。 

 

（洪水警戒体制の解除） 

第２０条 管理者は，頭首工の水位が標高○○メートル以下となり，再び増水のおそ 

れがないと認められたときは，洪水警戒体制を解除するものとする。 

 

第２節 かんばつ 

（かんばつ時の措置） 

第２１条 管理者は，かんがい期において，頭首工の水位が標高○○メートル以下に 

低下するおそれがあるときは，その水位及び頭首工地点における取水状況を理事 

長に報告し、その指示により措置するものとする。 

 

第５章 雑 則 

（管理日誌） 

第２２条 管理者は，頭首工管理日誌を備え，次の名号に掲げる事項について記録し 

なければならない。 

（１） 気象（天侯，気温，降雨量及び積雪量等） 

（２） 水象（水位及び水温等） 

（３） 頭首工地点における放流量 

（４） かんがい用水取水量 

（５） ゲートの操作の時刻及び開度 

（６） 点検及び整備に関する事項 

（７） その他頭首工の管理に関する事項 

２ 管理者は，毎月１０日までに前月分の管理日誌を理事長に提出し，その内容を 

報告しなければならない。 

 

 

附則 

この規程は、認可の日（平成○年○月○日）から施行する。  
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2 会計経理事務の監査手順例 
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会計事務処理の監査手順例 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１ 監査に用いる書類の確認（※会計別に用意する。） 

・現金、預金通帳 
・会計諸帳簿：（主 要 簿）金銭出納簿、収入整理簿、支出整理簿（補 助 簿）賦課金台帳、賦課金徴収原簿 等 
・収支計算書類：収入命令書、支出命令書、証拠書類（賦課金通知書(原符(控））、契約書(請書）、見積書、納品書、請求書 等） 
・そ の 他：総(代）会議事録、理事会議事録、入札執行記録、工事完了報告書、完了検査調書、消耗品受払簿 等 

 

２ 現金、預金残高の確認   

・監査日現在の手持現金残高と預金通帳残高が、金銭出納簿記載の残高と一致しているか確認する。 
  

３ 金銭出納簿と収入・支出整理簿の記載事項の突合 

・金銭出納簿と、収入整理簿及び支出整理簿の記載内容・金額に相違ないか確認する。(※）収支計算外出納は除く。 
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４ 収入整理簿と収入計算書類との突合 

・収入整理簿と収入命令書の内容・金額に相違ないか確認する。 
・収入命令金額と証拠書類記載の金額が一致しているか確認する。 

(例）賦課金収入の場合は、収入命令金額が、証拠書類である賦課金通知書記載の金額と一致しているか確認する。 
・証拠書類の算定根拠は適正か確認する。 

(例１）賦課金収入の場合は、証拠書類である賦課金通知書記載の金額が、賦課金徴収原簿記載の金額と一致しているか確認

する。 
(例２）転用決済金収入の場合は、決済金算定基準に基づいて算定された額となっているか確認する。 

 

５ 支出整理簿と支出計算書類との突合 

・支出整理簿と支出命令書の内容・金額に相違ないか確認する。 
・支出命令金額と証拠書類記載の金額が一致しているか確認する。 

(例１）工事費の支出の場合は、支出命令金額が、証拠書類である契約書（又は請書）の金額と一致しているか確認する。 
(例２）消耗品費の支出の場合は、支出命令金額が、証拠書類である見積書、請求書の金額と一致しているか確認する。 

・証拠書類の作成手続は適正か確認する。 
(例１）工事費の支出の場合は、契約書締結に至る入札手続は妥当か、指名選定会議録、入札記録等により確認する。 
(例２）消耗品費の支出の場合は、随意契約の手続き妥当か、理事会議事録、専決規程、見積合わせの状況等により確認する。 

・適正に支出完了しているか、通帳の出金記録、支出先からの領収書で確認する。 

６ 預金通帳と会計諸簿との照合   

・預金通帳の入出金記録と金銭出納簿の記録とを照合し、不整合はないか確認する。 
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（会計細則例） 

会計細則例(※)は、会計様式例などとともに、従来から土地改良区の会計経理の基準として定められていましたが、単式簿記方式を前提としたもの

であり、現金以外の財産や負債の変動に関する情報を蓄積（記録）する仕組みがなく、土地改良区の財務状況を把握しにくいなどの問題点が指摘され

ていました。 

 このため、最新の公益法人会計基準を参考に、複式簿記方式の導入や内部牽制条項の拡充などの見直しが行われ、新たに「土地改良区会計検査

指導基準（略称：指導基準）」及び「土地改良区会計基準（略称：会計基準）」が平成２３年４月１日付けで制定されました（平成２８年改正）。これにより、

会計細則例は、指導基準の一部として位置付けられるとともに、単式簿記方式と複式簿記方式の両者に対応するものに改められました。 

 土地改良区は、従来どおり単式簿記方式を続けることも可能ですが、その場合も、会計細則例の改正に対応して会計細則を改正することが必要です

ので、適切な対応をお願いいたします。 

  (※) 土地改良区規約例第 47 条参照。会計細則の制定等については、通常、理事会で定め、監事会及び総(代)会の承認を受けることとされている。 

 
【単式簿記方式継続型の土地改良区における留意事項】 

○ 現行土地改良区会計細則例（昭和２９年）に代わる会計細則例の制定 

現行会計細則例に基づき定められている「○○区会計細則」について、新たな通知に基づいた改訂の検討が必要。 

※ 新たな会計細則例においては、現行会計細則の内容を全体的に取り込み。 

また、「固定資産会計事務」「物品会計事務」の２章を書き加えるとともに、会計主任、会計担当理事の職務を明確化した。 

近年発生の会計不祥事件に鑑み、内部牽制条項の充実強化を図った。 

↓ 
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「―――について別添参考に準拠して会計細則において定めるものとする。」 

「―――○年○月○日以降できるだけ速やかに適用するものとする。」 

○ 指導基準において会計上の一般原則を明記 

真実性の原則、正規の簿記の原則、明瞭性の原則、継続性の原則、重要性の原則、さらに、「この基準に定めがないもの 

については、一般に公正妥当と認められる会計基準、会計の慣行によるものとする」とした。 

○ 基準注解による会計事務原則の明確化 

従前からの指導内容を明確化したもの、解説的な部分をおいた。 

明確化の点としては、特別会計の設置、金銭出納簿、現金の保管、記帳整理等に関して言及している。 

○ 補助簿の備え付け対象の拡大 

標準備え付け対象として次の補助簿を追加した。 

「補助金台帳、受託金台帳、その他未収金台帳、未払金台帳、積立金台帳、退職給与金要支給額台帳」 

○ 会計細則例中に単式簿記方式による勘定科目を例示 

標準的な款、項の科目を示した。うち、項目中、事務費の説明種目についてその標準的な範囲を示した。 

食糧費、交際費などの範囲を示した。 

○ 会計細則例中の各種様式を修正ないし追加例示 

事業報告書様式については、すでに廃止となった事業名などを削除し文章部分を修正済み。 

賦課金徴収原簿(個人用)には、欄外において納付要請、督促などの附記欄記載を指示する文章をおいた。 

補助金台帳、受託金台帳、その他未収金台帳、未払金台帳、積立金台帳、退職給与金要支給額台帳様式を追加した。 
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3 時効・不納欠損・滞納処分の認可手続き 
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時 効 

①  賦課金には時効があります。 

土地改良区は、土地改良法の規定に基づき賦課金（法第３６条第１項）、加入金（法 

第３６条第３項）、特定受益者からの徴収金（法第３６条第８項）、特別徴収金（法 

第３６条の２）、決済金（法第４２条第２項）、過怠金（法第３７条）などを組合員 

から徴収することができますが、「賦課金等の徴収を目的とした権利（徴収権）」に 

は時効があります。 

 

②  時効の年数は？ 

土地改良法は、法第３９条第７項の規定で「時効については国税及び地方税の例 

による」と定めています。 

このため賦課金の徴収権は民法の場合とは異なり、「賦課金等の納付期限の翌日か 

ら起算して５年を経過」すると消滅することになります。 

※納付期限については、定款で「定款例第 27 条 総代会で定める」とされている。 

地方税法等の規定により民法上の消滅時効は賦課金等には適用されず、組合員が 

主張すること無く５年の経過で徴収権は「自動的に消滅」します。 

 

③ 法第３９条の規定によらずに、私法上の強制履行によって徴収する 

ことはできない。 
 

 公法上の債権は、民事訴訟法の手続によって徴収することはできない。 

 【参照】 

 ○判例  農業共済掛金等請求事件 

  最高裁  昭和 41 年２月 23 日大法廷判決 

昭和 38 年（オ）797 号 

民集 20 巻２号 320 頁 

農業共済組合が組合員に対して有する共済掛金、賦課金、拠出金の徴収について 

は、民事訴訟法による強制執行は許されず、その履行を裁判所に訴求することもで 

きない。 

 

④ 時効により賦課金等の徴収権を消滅させないためには･･･ 

時効により賦課金の徴収権を消滅させないためには、「時効の中断」させる必要が 

あります。 

「時効の中断」とは時効期間の進行が中断され、既に経過した時効期間の効力が 

消滅することを言います。つまり「時効が中断」すれば、それまでの経過に関わら 
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ず、時効の再スタート時から新たな５年間のカウントが始まることになります。 

 

⑤ 時効の中断事由（１） ～督促～ 

賦課金等は、「督促」が時効中断事由の特例として、法第３９条第８項で認められ 

ています。 

具体的には督促状又は督促のための納付催告書を発すると時効は中断します。こ 

の場合再び時効のカウントがスタートするのは、督促状を発した日から起算して 

１０日を経過した日の翌日（つまり１１日目）からとなります。 

 （地方税法第１８条の２ 第１項第２号より） 

 

ただし、「督促」による時効の中断は１回のみ有効です。これは昭和４４年２月６ 

日付けの自治省行政課長回答で、「督促による時効中断の効果は、最初の督促に限り 

効力を有する」とされたためです。 

 

【一般的な時効成立までの流れ】 

平成 25 年 5 月 1 日 賦課金通知書発送 

↓ 

平成 25 年 5 月 31 日 納付期限 …納付なし 

↓ 

平成 25 年 6 月 1 日 最初の時効の起算日（納付期限の翌日） 

↓ （納付期限後 60 日以内）（定款例２９条より） 

平成 25 年 7 月 28 日 督促状の送付（法 39①） …時効の中断 

↓ （督促状を発した日から起算して 10 日を経過した日の翌日） 

平成 25 年 8 月 8 日 新たな時効の起算日 

↓ （5 年間） 

平成 30 年 8 月 8 日 時効成立（この日以降徴収権が無くなる） 

 

⑥ 時効の中断事由（２） 承認 

組合員が土地改良区に対して次の行為を行うと、「承認」として時効の中断効果が 

発生します。この場合、承認した時点で時効のカウントはリセットされ、その時点 

から新たな５年間のカウントが始まります。 

なお、「承認」については、督促の場合と異なり、回数の制限はありません。 

ア 債務（賦課金等の納入義務）の存在を知っている旨を表示すること。 

イ 支払いを猶予して欲しい旨の申し出をすること。 

ウ 賦課金等の一部を納付すること。 

ア及びイに該当する行為として「納付誓約書」を組合員に提出させた場合、土地 
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改良区がこれを受理することで時効中断の効果が生じます。 

ただし、納付誓約書に賦課金の納付に関する双方の合意事項がある場合には、土地 

改良区の承認（組合員に承諾の文書を発行する）が必要となります。 

 

⑦ 一部納付を有効に活用するために 

納付した金額が「延滞に係る賦課金の一部である旨の意思表示」があれば、⑤の 

承認に該当し、時効中断の効果が発生します。 

未納金が複数年度分ある場合で、賦課金等の一部が納付された場合、分割して各 

年度分に振り分けると、それぞれに時効の中断の効果が発生し、また時効の成立時 

期の管理が行いやすくなります。 

ただし、その場合、各年度分に振り分けることを組合員に説明し（意思表示を確 

認するため）、領収書もそれぞれの年度に分けて交付する必要があります。 

 

⑧ 時効の中断事由（３） 差押え 

「差押え」土地改良区の場合は理事が組合員の特定の財産の持ち出しを禁止し、こ

れを換価できる状態にしておく処分で、時効の中断効果が発生します。 

この場合の時効は、「差押えの効力が発生したとき」に中断することになります 

 

○預貯金等を差し押さえる場合は、農協や銀行等の第三者債務者に債権差押通知 

書が送達された時。 

○動産及び有価証券を差し押さえる場合は、その財産を占有した時、または封印 

等の表示をした時。 

○不動産を差し押さえる場合は、差押え通知書が組合員に送達された時、または 

差押え登記の時のいずれか早い時。 

 

差押登記のように差押えが続く間は、時効の中断も継続します。 

 

⑨ 時効が成立してしまったら 

消滅時効が成立してしまった賦課金等は、土地改良法に基づき徴収することはで 

きなくなり、滞納処分も行えなくなります。 

また、延滞金の徴収権についても、賦課金の時効とともに消滅します。 

時効の援用も適用されないため、消滅時効成立後、納付誓約書の提出や一部納付 

等があっても賦課金等の徴収権は復活しません。 

なお、組合員が未納金相当額を支払う旨申し出た場合は、これを受納することは 

できます。ただし賦課金として受納することはできません。この場合は、寄付金等 
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「賦課金以外の収入」で、雑収入として処理することが適当です。 

 

 

不納欠損 

①  不納欠損が必要な場合とは 

次の場合のような賦課金等を徴収することができない（あるいは難しい）場合、 

土地改良区としては、「不納欠損」処理を行う必要があります。 

ア 賦課金等の消滅時効が完成した場合 

イ 差押財産がない、または滞納処分をすることによって生活を著しく緊迫させ 

る恐れがある場合 

 

②  不納欠損の処理方法 

土地改良法には不納欠損について規定がありません。このため不納欠損の処理は 

定款に規定するか、その都度総（代）会で議決する必要があります。 

また、定款例には該当規定がありませんので、不納欠損を定款で定めている土地 

改良区はまれで、実務上は総（代）会議決で行うことになります。 

 定款に記載する場合、滞納する組合員が増えないように注意が必要。 

 

③  具体的には 

総（代）会の承認を得て、「財産目録」の未収金額から減額し、未収金台帳等関係 

諸帳簿に不納欠損処理した旨を記載してください。 

特に総（代）会に図るための様式等の定めはありませんので、土地改良区で様式や 

方法等は定めて下さい。 

議決については通常の定数で可能です。 

なお、総（代）会で承認を得るため、今後時効を完成させないための対策や、今後 

も寄付金等として受け入れを行うこと、欠損によって生じた不足額の補てん方法等を 

説明する必要があります。 

 

④  組合員・総代から責任を問われたら 

理事がその任務を怠り、適正な事務処理をしなかったことにより時効が成立して 

しまい、土地改良区に損害を及ぼしたときは、理事は債務不履行による損害賠償の 

責任を負うものとされています。 

このため、未納賦課金がある場合は、日頃からその解消に向けて努力いただくと 
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ともに、時効が成立してしまった際には、③に記載したような説明を十分行って、 

組合員・総代の理解を得るようにして下さい。 

 

滞納処分の認可 

①  滞納処分の知事認可とは 

土地改良区の理事は、知事の認可を受けて、差押え等の滞納処分を行うことがで 

きます（つまり滞納が発生して自動的に滞納処分ができるわけではありません）。 

この場合、理事は国税の場合の「徴収職員」、地方税の場合の「徴収吏員」に相当 

する権限が与えられます。 

具体的には、土地改良区所在地を管轄する最寄りの県農業農村振興事務所へ問い合

わせ下さい。 

 

②  滞納処分の前提条件 

土地改良区の理事は、滞納発生後直ちに知事へ滞納処分の認可申請を行うことは 

できません。 

まず、督促状の納付期限経過後に、「賦課の対象土地の所在地の市町」に対し、徴 

収を請求してください。そのうえで、次のいずれかに該当する場合に知事へ滞納処分 

の認可申請を行うことができます。 

ア 市町が３０日以内に徴収に着手しなかった場合 

イ 市町が９０日以内に徴収を終了できなかった場合 

ウ 市町が理由を付して、徴収ができない旨を回答した場合 

いずれの場合も、ある程度期間を要しますので、稲等の差押えできる期間が限ら 

れているものについては、早めに手続きに着手してください。 

 

③ 誰が認可を受けるのか 

○知事の認可による上記の権限は、申請した「理事」に対して与えられます。 

土地改良区に対して与えられるわけではありません。 

また権限を土地改良区の職員等に委任することはできませんし、申請していな 

い理事も権限は発生しません（このため理事全員の連名で認可申請を行われるケ 

ースが多いようです）。 

○認可を受けた理事が任期満了等により退任された場合、その後任の新理事が権 

限を引き継ぐことになります（この場合、前理事が受けた認可の効力は継続する 

ため、改めて認可申請をする必要はありません）。 
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④ 認可申請の注意事項 

○認可申請については、その申請自体の適正さだけでなく、申請前に必ず賦課自体 

に誤りがないことを確認する。 

 

（１）定款に定めがあるか 

土地改良法第３６条第１項では「定款の定めるところにより」賦課徴収する 

ことができると規定されています。 

この場合、直接賦課徴収について定めた規定だけでなく、根拠となる「事業」 

が定款例第４条にもれなく記載されているかもポイントになります。 

 

（２）地区内にある土地か 

土地改良法第３６条第１項では「その地区内にある土地につき」賦課徴収す 

ることができると規定されています。 

通常、賦課は土地原簿を算定根拠として行われますが、「定款例第３条に定め 

る地区に漏れがあった」「いつの間にか土地原簿の土地が無くなっていた」「実 

は土地改良区から利益を受けない土地だった」等、問題のある事例が報告され 

ることがあります。 

 

（３）相手は組合員か 

賦課できる相手が組合員であることは既に述べたとおりです。組合員名簿に 

記載された方に賦課しているのか、また組合員名簿自体が適正なのか確認が必 

要です。 

 

（４）総（代）会で承認されているか 

定款例第２４条では「予算の定めるところにより」賦課すると規定されていま 

す。また、定款例第２７条では、徴収の時期及び方法は総（代）会で定めると規 

定されています。いずれにしても総（代）会の承認なしに、役員や事務局の判 

断で賦課金に関する判断をすることはできません。 

 

 

(賦課徴収の方法) （定款例） 

第２７条  前３条の規定による賦課金及び夫役現品の賦課徴収の時期及び 

方法並びに夫役現品の金銭換算の基準は、総（代）会で定める。 

 

 

 

（５）消滅時効が成立していないか等 
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   法第３９条第７項より、「その時効については、国税及び地方税の例による。」 

  となっている。 
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4 土地改良区の合併の方法と手順 
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土地改良区の合併の方法と手順について、「組織運営の手引き」から以下に転載す

る。 
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5 会計細則例 
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別添
会 計 細 則 例（単式簿記方式）

第１章 総 則

（趣旨）
第１条 この土地改良区の会計、固定資産及び物品に関する事務は、法令、定款及び
規約に定めるもののほか、この細則に定めるところによる。

（会計主任）
第２条 会計主任は、現金、預金通帳、会計に関する帳簿、固定資産に関する帳簿及
び物品に関する帳簿を保管する。

２ 会計主任は、その保管する現金を私金と混同してはならない。
３ 会計主任は、その保管する現金を盗難その他により亡失したときは、直ちに会計
担当理事及び理事長に報告し、その指示を受けなければならない。

〔備考〕
土地改良区の規模に照らし、会計主任の事務から固定資産に関する事務、物品

に関する事務を分掌することが適当である場合は、会計主任の事務から外し、そ
れぞれ別の者を充てることもできる。
ただし、その場合は、土地改良区規約例（昭和40年10月５日付け40農地Ｂ第308

1号（管）農林省農地局長通知。以下「規約例」という。）第27条及び土地改良区
の事務処理について（昭和29年４月24日付け29地局2382号農林省農地局長通知。
以下「処務規程例」という。）第３条と整合をとる必要がある。

（会計帳簿等の管理）
第３条 現金、預金通帳、会計に関する帳簿、固定資産に関する帳簿及び物品に関す

る帳簿を会計担当理事の承認なく外部に持ち出してはならない。

（会計区分）
第４条 会計区分は、次のとおりとする。
（１）一般会計
（２）○○事業特別会計

〔備考〕
一般会計のみの場合、本条を削除する。

（区分経理）
第５条 農業基盤整備資金の融資を受けた事業に要した費用は、他の事業の費用と明
瞭に区分して経理しなければならない。

（帳簿等の保存及び処分）
第６条 会計に関する帳簿及び第13条に規定する必要書類並びに固定資産及び物品に
関する帳簿（以下「帳簿等」という。）の保存期間は、その最終記入日の属する年度
の翌年度から最低10年以上保存しなければならない。

２ 保存期間経過後の帳簿の廃棄については、あらかじめ会計担当理事の承認を得な
ければならない。

（借入手続書類の写しの保存）
第７条 区債及び借入金等のため金融機関等に提出した書類（申込書、同添付書類、
借用証書及び念書等）は、全て写しを作成し、一括して保存しなければならない。

（本細則に定めのない事項）
第８条 この細則に定めのない事項については、会計担当理事の承認を得て処理する
ものとする。
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第２章 予 算 事 務

（予算及び決算科目、書類様式並びに予算執行等）
第９条 この土地改良区の会計で用いる科目は、これを収支予算書及び収支決算書科
目並びに財産目録科目に区分し、その名称、配列並びに内容については、別添１に
よる。

２ 収支予算書、収支決算書、財産目録、事業報告書、会計主要簿及び補助簿に使用
する様式は、別添２による。

３ 科目中、款の新設若しくは廃止又は款相互間の予算の流用については、総代会の
議決を経なければならない。ただし、規約の定めるところにより、理事会の専決処
分とすることを妨げない。

４ 次の予算執行等については、理事会の議決を経なければならない。ただし、あら
かじめ理事会において理事長の専決に委ねたものについては、この限りでない。

（１）科目中、項の新設若しくは廃止又は項相互間の予算流用
（２）科目中、説明種目の新設若しくは廃止又は説明種目相互間の予算流用
（３）予備費の充用

〔備考〕
１ 別添１の科目は、一般的、標準的なものであり、事業の種類、規模に応じ
て科目を追加又は省略することができる。なお、必要に応じて款、項に次ぐ
説明種目を設けるものとする。

２ 別添２の様式は、一般的、標準的なものであり、土地改良区の実情に応じ
て使用又は適宜修正して用いることができる。
なお、会計主要簿（金銭出納簿、収入整理簿、支出整理簿）について、修

正は望ましくない。

（収支予算書）
第10条 収支予算書は、一般会計、特別会計ともに、前条の規定により定める科目配
列の順に記載する。

（会計年度経過後の予算の補正の禁止）
第11条 予算は、会計年度経過後においては、これを補正することができない。

第３章 収入支出事務

（出納の分類）
第12条 土地改良区の出納は、収支計算に影響を及ぼす出納（以下「収支計算出納」
という。）と収支計算に影響を及ぼさない出納（以下「収支計算外出納」という。）
に分けるものとする。

（必要書類）
第13条 収支計算出納には、次の書類を必要とする。
（１）収入命令又は支出命令
（２）入金伝票又は出金伝票
（３）証拠書類
２ 収支計算外出納には、次の書類を必要とする。
（１）入金伝票又は出金伝票
（２）証拠書類

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を次のように改めること。

第13条 この土地改良区の出納には、次の書類を必要とする。
（１）収入命令又は支出命令
（２）証拠書類
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（収入命令）
第14条 土地改良区の収入は、全て収入命令によらなければならない。
２ 収入命令には、次の事項を記載しなければならない。
（１）番号（年度別の一連番号）
（２）所属年度
（３）収入科目（款、項及び説明種目）
（４）収入の金額及び事由
（５）納入者の住所及び氏名
（６）その他必要と認める事項

（賦課金等の徴収）
第15条 土地改良区は、土地改良法（昭和24年法律第195号）の規定による賦課金、夫
役若しくは現品、過怠金又は延滞利息をその組合員に対して賦課徴収するには、賦
課通知書を交付するものとする。

２ 土地改良区は、加入金、決済金、使用料その他の金銭をその納入すべきものから
徴収するには、納入告知書を交付するものとする。

（賦課金等の手続）
第16条 前条の規定により賦課通知書又は納入告知書を交付したときは、次に掲げる
手続をしなければならない。

（１）発行区分毎に賦課通知書及び納入告知書の原符に集計表を付して編てつするこ
と。

（２）賦課基準、賦課額等を賦課金徴収原簿又は夫役現品徴収原簿の個人別口座に記
入すること。

（３）発行区分毎の賦課金総額を賦課金台帳又は夫役現品台帳に記入すること。

（入金伝票）
第17条 入金は、収支計算出納及び収支計算外出納ともに原則として入金１件毎に１
枚の入金伝票を起票する。

２ 入金伝票には、第14条第２項に規定する事項を記載しなければならない。
３ 第１項の場合において、収支計算外出納による入金であるときは、その入金伝票
に「収支外」と赤記する。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を削除すること。

（賦課金等の領収）
第18条 土地改良区は、賦課通知書により金銭、夫役若しくは現品を領収したとき又
は納入告知書により金銭を領収したときは、賦課通知書又は納入告知書に接続する
領収証に領収印を押して納入者に交付しなければならない。

（領収証交付後の手続）
第19条 前条の規定により領収証を交付したときは、次に掲げる手続をしなければな
らない。

（１）賦課通知書又は納入告知書の原符に領収年月日を記入すること。
（２）徴収済額、徴収未済額等を賦課金徴収原簿又は夫役現品台帳の個人別口座に記

入すること。
（３）発行区分ごとの徴収済額、徴収未済額を賦課金台帳又は夫役現品台帳に記入す

ること。

（証拠書類）
第20条 賦課通知書により金銭、夫役若しくは現品を領収し、又は納入告知書により
金銭を領収したときは、当該領収に係る領収済通知書を証拠書類として保存しなけ
ればならない。

２ 賦課通知書又は納入告知書によらない区債、借入金又は補助金等の金銭を領収し
たときは、その領収金額の算出基礎を証明するに足りる証拠書類を徴収し、又は作
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成してこれを保存しなければならない。

（領収証の発行）
第21条 第18条に定める金銭以外の金銭を収納したときは、納入者に対して所定様式
の領収証を発行しなければならない。ただし、納入者からの要求その他の事由によ
り、所定の領収証用紙によらない領収証を発行する必要があるときは、理事長の承
認を得て別途領収証を発行することができる。

２ 振込入金の場合は、領収証を発行しないことができる。

（賦課通知書等によらない領収）
第22条 賦課通知書又は納入告知書によらない区債又は借入金による金銭を収入した
ときは、区債及び借入金台帳に必要な事項を記載しなければならない。

（支出命令）
第23条 土地改良区の支出は、全て支出命令によらなければならない。
２ 支出命令には、次の事項を記載しなければならない。
（１）番号（年度別一連番号）
（２）所属年度
（３）支出科目（款、項及び説明種目）
（４）支出の金額及び事由
（５）債主の住所及び氏名
（６）その他必要と認める事項

（出金伝票）
第24条 出金は、収支計算出納及び収支計算外出納ともに原則として出金１件毎に１
枚の出金伝票を起票する。

２ 出金伝票には、前条第２項に規定する事項を記載しなければならない。
３ 第１項の場合において、収支計算外出納による出金であるときは、その出金伝票
に「収支外」と赤記する。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を削除すること。

（支払方法）
第25条 金銭の支払方法は、原則として銀行振込又は小切手によるものとする。ただ
し、役職員等に対する報酬、給与、諸手当等の支払その他これらによりがたい場合
は、この限りではない。

２ 銀行その他の金融機関への振込依頼書及び振出小切手の作成は、会計主任がこれ
を行い、小切手の署名及び捺印は、理事長がこれを行う。

（立会い）
第26条 次の各号に掲げる支払をしようとするときは、会計担当理事又はその指名す
る者が立会いのうえ支払わなければならない。

（１）１件の支払金額○円以上のもの
ただし、口座振替の方法により支払う場合は、この限りでない。

（２）理事会で定めたもの

（領収証の徴収等）
第27条 土地改良区は、金銭を支払ったときは、次に掲げる場合を除き債主から領収
証を徴収しなければならない。

（１）特別な事情により領収証を徴することができないときは、当該支出命令に記載
してある請求書に会計担当理事の支払証明書を付して領収証に代えることができ
る。

（２）口座振替の方法により支出した場合で１件の支払金額が○円以下のものは、金
融機関の領収証のみで債権者からの領収証の徴収をしなくともよい。
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（領収証の不受理）
第28条 次の各号の一に該当する領収証は、受領してはならない。
（１）請求書の内容と一致しないもの
（２）鉛筆等消去可能なもので記載してあるもの
（３）金額を訂正してあるもの
（４）金額以外の箇所を訂正し、訂正印のないもの
（５）領収印が他人の代印であって本人の委任状がないもの
（６）領収した日付の記載がないもの

（概算払）
第29条 旅費及び経費の性質上概算をもって支払わなければ事務の取扱いに支障を及
ぼすような経費で理事長が承認したものは、概算払をすることができる。

（前金払）
第30条 次の各号に掲げる経費については、前金払をすることができる。
（１）土地若しくは家屋の買収又は収用により、その移転を必要とすることとなった

家屋又は物件の移転料
（２）前金で支払わなければ契約しがたい買入れ又は借入れに要する経費
（３）前各号に掲げるもののほか、経費の性質上、前金をもって支払をしなければ事

務の取扱に支障を及ぼすような経費で、理事会が承認したもの

（手持現金）
第31条 会計主任は、緊急やむを得ず支払を要する少額の経費の支払に充てるため、
手持現金をおくことができる。

２ 手持現金の保有限度額は、○万円以内とし、その受払及び保管は会計主任がこれ
に当たることとする。手持現金は、金庫に保管し、その他の金銭と区別して管理し
なければならない。

（過誤払の戻入れ、過誤納の戻出し）
第32条 支出の誤払又は過渡しとなった金額及び資金前渡し又は概算払をした場合の
精算残金を返納させるときは、収入の手続の例により、これを当該支出した経費に
戻入れしなければならない。

２ 誤納又は過納となった金額を払戻すときは、支出の手続の例により、これを当該
収納した収入から戻出ししなければならない。

（金融口座への振込）
第33条 土地改良区が有する金融機関の口座へ振込を行う場合には、次の事項を記載
した書面を作成し、理事長の承認を得なければならない。

（１）番号（年度別の一連番号）
（２）所属年度
（３）振出し元の口座名、口座番号及び振出し金額
（４）振込先の口座名、口座番号及び振込金額
（５）振込事由
（６）その他必要と認める事項

（残高の照合）
第34条 会計主任は、現金について、日々の現金出納終了後、その残高を金銭出納簿
と照合しなければならない。

２ 会計主任は、毎月末において、現金及び預金残高と金銭出納簿の残高とを照合し、
その結果について会計担当理事の確認を受けなければならない。

〔備考〕
土地改良区に会計事務補助者を置く場合にあっては、本条を次のように改める。
（残高の照合）

第34条 会計主任は、現金について、日々の現金出納終了後、その残高を金銭出納
簿と照合しなければならない。
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２ 会計主任及び会計事務補助者は、毎月末において、現金及び預金残高と金銭出
納簿の残高とを照合し、その照合結果を互いに確認しなければならない。

３ 会計主任は、前項の確認後、その結果について会計担当理事の確認を受けなけ
ればならない。

（農業基盤整備資金の保留金）
第35条 農業基盤整備資金の保留金を引き出すときは、当該保留金で支払うべき事業
に要する費用の証拠書類（請負契約書、都道府県知事又は当該知事が権限を委任し
た職員の発行する出来高証明書、支払証明書、請求書又は領収証等）の原本及び写
し（原本と相違ない旨の理事長の証明印のあるもの）を農業基盤整備資金受託金融
機関に提示し、原本に当該受託金融機関の証印を押印させるものとする。

２ 前項の規定により押印した請求書及び領収証は、第23条の支出命令の裏面に添付
し、契印を押印しなければならない。

（金融機関との取引）
第36条 金融機関との取引は、理事長名をもって行う。ただし、土地改良法第21条の
規定に基づく場合にあっては、監事名をもって行う。

２ 銀行その他の金融機関との取引を開始若しくは廃止し又は口座の開設若しくは解
約をするときは、理事長の承認を得なければならない。

３ 証券会社との取引を開始又は廃止するときは、前項の規定を準用する。

（証拠書類の整理方法）
第37条 収入又は支出に関する証拠書類は、１年分をまとめて予算編成の款、項及び
説明種目の順序に区分して編てつし、各区分ごとに集計表を付さなければならない。

２ 前項の場合において、証拠書類の原本を他の科目に編てつするため当該科目に編
てつすることができないときは、その写しを作成し、これを編てつしなければなら
ない。この場合には、写しに原本の編てつの科目を記載しなければならない。

３ 第１項の集計表には、次の事項を記入しなければならない。
（１）所属年度
（２）収入科目又は支出科目（款、項及び説明種目）
（３）枚数
（４）金額
４ 第１項の集計表に記載する金額は、当該年度末の収支計算（決算）書に計上する
款、項及び説明種目の金額に一致しなければならない。

５ 入金伝票又は出金伝票は、発行の日付順に編てつし、金銭出納簿の記載の順序と
一致しなければならない。

６ 入金伝票又は出金伝票は、当該年度ごとに袋とじとし、そのとじ目には、会計担
当理事及び会計主任が押印し、その表紙に、所属年度、書類名及び土地改良区名を
記載しなければならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条中第５項及び第６項を削除すること。

第４章 帳 簿 組 織

（会計主要簿）
第38条 会計主要簿は、次の帳簿とする。
（１）金銭出納簿
（２）収入整理簿（以下「収入簿」という。）
（３）支出整理簿（以下「支出簿」という。）
２ 会計主要簿は、会計年度毎に更新しなければならない。

（金銭出納簿の記載方法）
第39条 金銭出納簿は、収支計算出納又は収支計算外出納ともに全て入金伝票又は出
金伝票により、取扱日付順に転記しなければならない。

２ 金銭出納簿には、次の事項を記載する。
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（１）取扱年月日
（２）入金伝票又は出金伝票の番号
（３）収入科目又は支出科目（款、項）
（４）入金金額又は支払金額
（５）手持資金残高
（６）残高内訳（現金、預金、農業基盤整備資金保留金の別）
（７）収入又は支出の内容
３ 第１項の入金伝票又は出金伝票が収支計算外出納であるときは、前項第２号の記
載事項に代えて「収支外」と赤記するものとする。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条中第１項を「金銭出納簿は、収入命令又

は支出命令により取扱日付順に転記しなければならない。」に改め、第２項第２号
を「収入命令又は支出命令の番号」に改め、第３項を削除すること。

（収入簿及び支出簿の記載方法）
第40条 収入簿及び支出簿は、予算編成の款、項及び説明種目の順に口座を設けなけ
ればならない。

２ 収入簿は、入金伝票により、支出簿は、出金伝票により、それぞれ当該款、項及
び説明種目の口座に転記するものとする。ただし、収支計算外出納については、こ
の限りでない。

３ 収入簿及び支出簿には、次の事項を記載する。
（１）記入年月日
（２）入金伝票又は出金伝票の番号
（３）内容
（４）予算額
（５）収入又は支出済の金額及び累計
（６）予算残高
４ 予算の流用を記載する場合には、流用減となる科目については、流用額を予算額
欄に赤記し、流用増となる科目については、流用額を予算額欄に黒記するものとす
る。予備費の充用の場合も同様とする。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合、本条中第２項を「収入簿は、収入命令により、支

出簿は、支出命令により、それぞれ当該款、項及び説明種目の口座に転記するも
のとする。」に改め、第３項第２号を「収入命令又は支出命令の番号」に改めるこ
と。

（補助簿）
第41条 土地改良区は、会計主要簿のほかに会計補助簿として、次の帳簿を置かなけ
ればならない。

（１）賦課金台帳
（２）賦課金徴収原簿
（３）夫役現品台帳
（４）夫役現品徴収原簿
（５）補助金台帳
（６）受託金台帳
（７）その他未収金台帳
（８）未払金台帳
（９）工事総括簿
（10）請負工事簿
（11）直営工事簿
（12）事業用地買収補償簿
（13）工事用資材受払簿
（14）労務者出役簿
（15）土地改良施設台帳
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（16）固定資産台帳
（17）区債及び借入金台帳
（18）その他資産負債台帳
（19）備品台帳
（20）消耗品受払簿
（21）積立金台帳
（22）退職給与金要支給額台帳

〔備考〕
第１項の各号については、実態に即して選択すること。

２ 会計補助簿は、各会計年度を通じて継続使用して差支えない。
３ 賦課金台帳及び夫役現品台帳は、賦課金又は夫役現品の賦課基準、賦課額、徴収
済額、徴収未済額等を賦課通知書の交付区分毎に詳細に記載する。

４ 賦課金徴収原簿及び夫役現品徴収原簿は、賦課金又は夫役現品の賦課基準、賦課
額、徴収済額、徴収未済額等を個人別に詳細に記載する。

５ 補助金台帳は、補助金の交付単位毎に、交付者、交付決定額、受領日、受領金額
等を詳細に記載する。

６ 受託金台帳は、受託業務毎に、委託者、契約締結日、契約金額、受領日、受領金
額等を詳細に記載する。

７ その他未収金台帳は、補助金、受託金、賦課金の未収以外の未収金について、未
収金別に、その相手方、支払期限日、未収金額等を詳細に記載する。

８ 未払金台帳は、委託業務の単位毎に、その相手方、契約締結日、契約金額等を詳
細に記載する。

９ 工事総括簿、請負工事簿及び直営工事簿は、工種別に施行箇所、数量、設計予算
額、請負額、支出額等を詳細に記載する。

10 事業用地買収補償簿は、工種別に買収補償の対象となる土地物件の所在地、被買
収補償者、買収費、補償費等を詳細に記載する。

11 工事用資材受払簿は、工事用資材の受払を工種別かつ品目別に詳細に記載する。
12 労務者出役簿は、個人別に出役日数、歩掛、日給額等を詳細に記載する。
13 土地改良施設台帳は、施設の種類、所在、構造、規模、数量、取得価額等を詳細
に記載する。

14 固定資産台帳は、土地改良施設台帳に登載されていない土地、建物、機械等につ
いて取得価額等を詳細に記載する。

15 区債及び借入金台帳は、借入金及び農業基盤整備資金を１件毎に詳細に記載する。
16 その他資産負債台帳は、賦課金台帳、夫役現品台帳、固定資産台帳並びに区債及
び借入金台帳に記載されない未収使用料、前払金、前受金、未払金等の資産及び負
債を詳細に記載する。

17 備品台帳は、品目毎に、購入金額、修繕費、廃棄年月日等を詳細に記載する。
18 消耗品受払簿は、消耗品の受払を品目別に詳細に記載する。
19 積立金台帳は、積立金の種類毎に、預入金融機関、預入期間、利率等を詳細に記
載する。

20 退職給与金要支給額台帳は、対象職員毎に採用からの経過年数、支給率、支給計
算基準額等を詳細に記載する。

21 この会計細則に定めるほか、必要に応じて補助簿をおくことができる。

〔備考〕
第３項から第20項については、実態に即して選択すること。

（会計伝票の種類及び様式）
第42条 会計伝票の種類及び様式については､別添２に定めるところによる。

（記帳）
第43条 金銭出納簿、収入簿及び支出簿は、全て収入命令及び支出命令に基づいて遅
滞なく記帳しなければならない。

２ 補助簿は、その証拠書類に基づいて記帳しなければならない。
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（帳簿間の照合）
第44条 会計主任は、毎月末において、収入簿の収入済額及び支出簿の支出済額の月
計と、金銭出納簿の入金月計及び出金月計とを照合し、会計担当理事の確認を受け
なければならない。

〔備考〕
土地改良区に会計事務補助者を置く場合にあっては、本条を次のように改める。
（帳簿間の照合）

第44条 会計主任及び会計事務補助者は、毎月末において、収入簿の収入済額及
び支出簿の支出済額の月計と、金銭出納簿の入金月計及び出金月計とを照合し、
その照合結果を互いに確認しなければならない。

２ 会計主任は、前項の確認後、その結果について会計担当理事の確認を受けな
ければならない。

（出納整理期間中の処理）
第45条 出納整理期間中において、前会計年度末までの収入命令又は支出命令により
生じた収入又は支出を経理したときは、その会計年度分の収入又は支出としなけれ
ばならない。

２ 前項の収入又は支出は、その会計年度の帳簿に引き続いて記載し、記帳の日付は、
収入又は支出を取扱った日とする。

第５章 決 算 事 務

（収支決算書等の提出）
第46条 会計担当理事は、毎会計年度、会計主任をして収支決算書及び財産目録を作
成させ、出納の閉鎖後３ヶ月以内に理事長に提出しなければならない。

（決算前の検算等）
第47条 会計担当理事は、当該会計年度の収支決算書及び財産目録を作成する前に、
入金伝票及び出金伝票と金銭出納簿、収入簿及び支出簿の記載事項との照合、主要
簿と補助簿との記載事項の照合並びにこれらの帳簿の記載事項の検算をしなければ
ならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合は、「入金伝票及び出金伝票と」を「収入命令及び支

出命令と」に改める。

（収支決算書の作成）
第48条 会計担当理事は、第47条による検算によって帳簿の記載が正確であることを
確認した後、会計主任をして金銭出納簿、収入簿及び支出簿の各口座を締切らせ、
収入簿及び支出簿の各款、項及び説明種目の累計を科目配列の順に列記して収支決
算書を作成させるものとする。

（財産目録）
第49条 会計担当理事は、会計主任をして、財産目録に記載すべき資産及び負債の現
況を、主要簿、補助簿及び関係書類によって作成させるものとする。

２ 前項の財産目録は、記載すべき資産がなく、負債のみの場合でもこれを作成する
ものとする。

３ 第１項の財産目録を作成する場合において、補助金及び使用料を除いた債権並び
に区債及び借入金を除いた債務については、相手先別にその金額の明細表を作成し
なければならない。

（年度決算における留意事項）
第50条 年度決算において会計主任は、通常の整理業務のほか、少なくとも次の事項
について計算及び確認を行うものとする。
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（１）未収金及び未払金の計算
（２）資産評価額の適否及び合計額並びに簿外資産のないことの確認
（３）負債の評価額の適否及び合計額並びに簿外負債のないことの確認
（４）その他決算に当たって必要とされる事項の確認

（事業報告書）
第51条 規約第40条第２項の規定による事業報告書には、次の事項を記載するものと
する。

（１）地区及び組合員の状況
（２）事業の状況
（３）事務の経過
（４）経理の状況

第６章 記帳上の注意事項

（記帳原則）
第52条 証拠書類等の金額は、算用数字を使用し、読みやすいように円以上全て三位
ごとにコンマ（，）をつける。

２ 次頁に繰越すときは、その頁の最終行に金額の小計を記入して摘要欄に「次葉へ
繰越」と書き、次頁最初の行の摘要欄に「前葉より繰越」として小計を転記する。

３ 金銭出納簿、収入簿及び支出簿は、１行に１件（伝票１枚）を記入する。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条第３項中「（伝票１枚）」を削除すること。

（収入命令日等）
第53条 収入命令及び支出命令は、原則として相手先に請求する日又は相手方から請
求があった日をもって作成するものとし、入金伝票又は出金伝票は相手方から入金
があった日又は相手方に出金する日をもって作成するものとする。

２ 収入命令、支出命令、入金伝票又は出金伝票における金額又は相手先名等の誤記
を訂正する必要がある場合には、新たに収入命令、支出命令、入金伝票又は出金伝
票を作成しなければならない。

３ 前項の誤記に係る収入命令、支出命令、入金伝票又は出金伝票が既に整理済にあ
るときは、前項の規定にかかわらず誤記に係るものはそのままとし、誤記の発見の
日の日付をもって新たに誤記に係るものと同様のものを赤字で作成し訂正のものを
黒字で作成するものとする。

４ 前２項の訂正により主要簿及び補助簿の記載事項を訂正するには、誤記部分を新
たに赤記し、次の行にて訂正部分を黒記するものとする。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条第１項を次のように改めること。
「収入命令及び支出命令は、原則として相手方に請求した日又は相手方から

請求があった日をもって作成するものとする。」
また、第２項及び第３項中、「収入命令、支出命令、入金伝票又は出金伝票」

を「収入命令又は支出命令」に改めること。

（誤記訂正等）
第54条 誤記を取り消す場合又は前条第２項若しくは第３項の規定による誤記訂正以
外の訂正をする場合には、誤記の字句に取消線（黒）を画いて取消し、訂正すべき
字句を記載する。この場合において数字については、誤記が一字であっても、その
一連の数字全部を訂正するものとする。

２ 主要簿又は補助簿の行全部を取消すときは、その行の中央に取消線（黒）を画き、
その上に「空白」と赤記し、頁の全行を取消すときは、「廃頁」と赤記する。

３ 主要簿又は補助簿の頁又は行を越えて記帳したときは、前項に準じて空白部分に
取消線を画き、これを抹消する。

４ 主要簿又は補助簿に記入の漏れを発見したときは、発見の日の日付をもって記入
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を行い、摘要欄又は附記欄に「○年○月○日分追記」と赤記する。

（責任者印）
第55条 前２条の規定により訂正又は取消を行った箇所には、会計担当理事及び会計
主任が訂正印を押印しなければならない。

２ 使用済となった主要簿又は補助簿には、表紙裏面に帳簿の使用期間中の責任の所
在を明らかにするため、理事長、会計担当理事、会計主任及びその帳簿を監査した
監事の氏名を記録し、押印しなければならない。

第７章 固定資産会計事務

（固定資産の範囲）
第56条 固定資産とは、次に掲げるものをいう。ただし、時の経過によりその価値を
減少する資産については、耐用年数が１年以上で、かつ、取得価額が３万円以上の
ものをいう。

（１）有形固定資産
建物及び附属設備、車輌運搬具、工具、器具等

（２）無形固定資産
事務所等借地権、ソフトウェア等

（３）その他固定資産
ア 基本財産

山林、宅地及びその従物、備荒積立金、土地改良施設更新積立金等
イ 特定資産

財政調整基金、職員退職給付積立金、転用決済金積立金等

〔備考〕
「土地改良区会計検査指導基準」を参考に土地改良区の実態に即して規定する

こと。

（評価額等）
第57条 固定資産の評価額は、次の各号による。
（１）購入に係るものは、購入価額に附帯費用を加算した金額
（２）交換によるものは、交換に際し提供した物件の帳簿価額
（３）積立金及び有価証券に係るものは、積立額又は取得価額

（固定資産の管理）
第58条 会計主任は、固定資産台帳により、固定資産の保全状況及び異動について所
要の記録を行うとともに、その異動に関し必要事項を、その都度、会計担当理事に
報告しなければならない。

２ 固定資産が毀損又は滅失した場合は、直ちに会計担当理事に報告し、その指示を
受けなければならない。

（現状調査）
第59条 会計主任は、毎会計年度１回、固定資産の現状につき調査を行い、固定資産
台帳と照合し、その過不足、要修理の如何につき報告書を作成してこれを会計担当
理事に提出しなければならない。

（有形固定資産の改良と修繕）
第60条 有形固定資産の性能を向上し、又は耐用年数を延長するために要した金額は、
これをその資産の価額に加算するものとする。

２ 有形固定資産の現状を維持し、原能力の回復に要した金額は、修繕費とする。

第８章 物品会計事務

（物品の範囲）
第61条 物品とは、次の各号のものをいう。
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（１）備品 機械器具及びその他の物品で、原型のまま比較的長期の反復、使用に耐
えるもののうち、１件又は１組の取得価格が３万円以上のもの

（２）消耗品 備品以外のもの

（物品の管理）
第62条 物品の管理については、備品台帳及び消耗品受払簿により記録を行うものと
し、第59条の規定を準用する。

（物品の処分）
第63条 物品（消耗品を除く。）を売却、廃棄等の処分に付する場合は、理事長の承認
を得なければならない。

（実地棚卸し）
第64条 会計主任は、物品について定期に実地棚卸しを行わなければならない。

第９章 補 則

（財務状況の公表）
第65条 規約第46条の規定により公表する財務状況には、次の事項を記載するものと
する。

（１）収入支出予算の執行状況
（２）財産、区債及び借入金の現在額
（３）組合員の負担の状況
（４）その他理事長が必要と認める事項
２ 前項の財務状況は、毎年度○月○日から○月○日までの期間におけるものを○月
○日までに公表するものとする。

３ 財務状況の公表は、前項に規定する期日から10日間公告して行う。
４ 理事長は、財務状況を公表するには、あらかじめ理事会の承認を受けなければな
らない。

〔備考〕
第２項の期間は、年１回公表する場合は会計年度とし、年２回公表する場合は

会計年度の上半期、下半期とし、公表時期は、それぞれの期間満了後の３ヶ月を
経過した日にする。

附 則

この会計細則は、平成 年 月 日から施行する。
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別添
会 計 細 則 例（複式簿記方式）

第１章 総 則

（趣旨）
第１条 この土地改良区の会計、固定資産及び物品に関する事務は、法令、定款及び
規約に定めるもののほか、この細則に定めるところによる。

（会計主任）
第２条 会計主任は、現金、預金通帳、会計に関する帳簿、固定資産に関する帳簿及
び物品に関する帳簿を保管する。

２ 会計主任は、その保管する現金を私金と混同してはならない。
３ 会計主任は、その保管する現金を盗難その他により亡失したときは、直ちに会計
担当理事及び理事長に報告し、その指示を受けなければならない。

〔備考〕
土地改良区の規模に照らし、会計主任の事務から固定資産に関する事務、物品

に関する事務を分掌することが適当である場合は、会計主任の事務から外し、そ
れぞれ別の者を充てることもできる。
ただし、その場合は、土地改良区規約例（昭和40年10月５日付け40農地Ｂ第308

1号（管）農林省農地局長通知。以下「規約例」という。）第27条及び土地改良区
の事務処理について（昭和29年４月24日付け29地局2382号農林省農地局長通知。
以下「処務規程例」という。）第３条と整合をとる必要がある。

（会計帳簿等の管理）
第３条 現金、預金通帳、会計に関する帳簿、固定資産に関する帳簿及び物品に関す
る帳簿を会計担当理事の承認なく外部に持ち出してはならない。

（会計区分）
第４条 会計区分は、次のとおりとする。
（１）一般会計
（２）○○事業特別会計

〔備考〕
一般会計のみの場合、本条を削除する。

（区分経理）
第５条 農業基盤整備資金の融資を受けた事業に要した費用は、他の事業の費用と明
瞭に区分して経理しなければならない。

（帳簿等の保存及び処分）
第６条 会計に関する帳簿及び第12条に規定する必要書類並びに固定資産及び物品に
関する帳簿（以下「帳簿等」という。）の保存期間は、その最終記入日の属する年度
の翌年度から最低10年以上保存しなければならない。

２ 保存期間経過後の帳簿の廃棄については、あらかじめ会計担当理事の承認を得な
ければならない。

（借入手続書類の写しの保存）
第７条 区債及び借入金等のため金融機関等に提出した書類（申込書、同添付書類、
借用証書及び念書等）は、全て写しを作成し、一括して保存しなければならない。

（本細則に定めのない事項）
第８条 この細則に定めのない事項については、会計担当理事の承認を得て処理する
ものとする。
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第２章 予 算 事 務

（予算及び決算科目、財務諸表等様式並びに予算執行等）
第９条 この土地改良区の会計で用いる科目は、これを収支予算書及び収支決算書科
目、貸借対照表、正味財産増減計算書並びに財産目録科目に区分し、その名称、配
列並びに内容については、別添１による。

２ 収支予算書、収支決算書、貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目録、事業報
告書、会計主要簿及び補助簿に使用する様式は、別添２による。

３ 科目中、款の新設若しくは廃止又は款相互間の予算の流用については、総代会の
議決を経なければならない。ただし、規約の定めるところにより、理事会の専決処
分とすることを妨げない。

４ 次の予算執行等については、理事会の議決を経なければならない。ただし、あら
かじめ理事会において理事長の専決に委ねたものについては、この限りでない。

（１）科目中、項の新設若しくは廃止又は項相互間の予算流用
（２）科目中、説明種目の新設若しくは廃止又は説明種目相互間の予算流用
（３）予備費の充用

〔備考〕
１ 別添１の科目は、一般的、標準的なものであり、事業の種類、規模に応じ
て科目を追加又は省略することができる。なお、必要に応じて款、項に次ぐ
説明種目を設けるものとする。

２ 別添２の様式は、一般的、標準的なものであり、土地改良区の実情に応じ
て使用又は適宜修正して用いることができる。
なお、会計主要簿（総勘定元帳、仕訳帳、収入整理簿、支出整理簿）につ

いて、修正は望ましくない。

（収支予算書）
第10条 収支予算書は、一般会計、特別会計ともに、前条の規定により定める科目配
列の順に記載する。

（会計年度経過後の予算の補正の禁止）
第11条 予算は、会計年度経過後においては、これを補正することができない。

第３章 収入支出事務

（必要書類）
第12条 土地改良区の出納には、次の書類を必要とする。
（１）収入命令、支出命令又は振替命令
（２）入金伝票、出金伝票又は振替伝票
（３）証拠書類

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を次のように改めること。

第12条 この土地改良区の出納には、次の書類を必要とする。
（１）収入命令、支出命令又は振替命令
（２）証拠書類

（収入命令）
第13条 土地改良区の収入は、全て収入命令によらなければならない。
２ 収入命令には、次の事項を記載しなければならない。
（１）番号（年度別の一連番号）
（２）所属年度
（３）収入科目（款、項及び説明種目）
（４）収入の金額及び事由
（５）納入者の住所及び氏名



59

（６）その他必要と認める事項

（賦課金等の徴収）
第14条 土地改良区は、土地改良法（昭和24年法律第195号）の規定による賦課金、夫
役若しくは現品、過怠金又は延滞利息をその組合員に対して賦課徴収するには、賦
課通知書を交付するものとする。

２ 土地改良区は、加入金、決済金、使用料その他の金銭をその納入すべきものから
徴収するには、納入告知書を交付するものとする。

（賦課金等の手続）
第15条 前条の規定により賦課通知書又は納入告知書を交付したときは、次に掲げる
手続をしなければならない。

（１）発行区分毎に賦課通知書及び納入告知書の原符に集計表を付して編てつするこ
と。

（２）賦課基準、賦課額等を賦課金徴収原簿又は夫役現品徴収原簿の個人別口座に記
入すること。

（３）発行区分毎の賦課金総額を賦課金台帳又は夫役現品台帳に記入すること。

（入金伝票）
第16条 入金は、原則として入金１件毎に１枚の入金伝票を起票する。
２ 入金伝票には、第13条第２項に規定する事項を記載しなければならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を削除すること。

（賦課金等の領収）
第17条 土地改良区は、賦課通知書により金銭、夫役若しくは現品を領収したとき又
は納入告知書により金銭を領収したときは、賦課通知書又は納入告知書に接続する
領収証に領収印を押印して納入者に交付しなければならない。

（領収証交付後の手続）
第18条 前条の規定により領収証を交付したときは、次に掲げる手続をしなければな
らない。

（１）賦課通知書又は納入告知書の原符に領収年月日を記入すること。
（２）徴収済額、徴収未済額等を賦課金徴収原簿又は夫役現品台帳の個人別口座に記

入すること。
（３）発行区分ごとの徴収済額、徴収未済額を賦課金台帳又は夫役現品台帳に記入す

ること。

（証拠書類）
第19条 賦課通知書により金銭、夫役若しくは現品を領収し、又は納入告知書により
金銭を領収したときは、当該領収に係る領収済通知書を証拠書類として保存しなけ
ればならない。

２ 賦課通知書又は納入告知書によらない区債、借入金又は補助金等の金銭を領収し
たときは、その領収金額の算出基礎を証明するに足りる証拠書類を徴収し、又は作
成してこれを保存しなければならない。

（領収証の発行）
第20条 第17条に定める金銭以外の金銭を収納したときは、納入者に対して所定様式
の領収証を発行しなければならない。ただし、納入者からの要求その他の事由によ
り、所定の領収証用紙によらない領収証を発行する必要があるときは、理事長の承
認を得て別途領収証を発行することができる。

２ 振込入金の場合は、領収証を発行しないことができる。

（賦課通知書等によらない領収）
第21条 賦課通知書又は納入告知書によらない区債又は借入金による金銭を収入した
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ときは、区債及び借入金台帳に必要な事項を記載しなければならない。

（支出命令）
第22条 土地改良区の支出は、全て支出命令によらなければならない。
２ 支出命令には、次の事項を記載しなければならない。
（１）番号（年度別一連番号）
（２）所属年度
（３）支出科目（款、項及び説明種目）
（４）支出の金額及び事由
（５）債主の住所及び氏名
（６）その他必要と認める事項

（出金伝票）
第23条 出金は、原則として出金１件毎に１枚の出金伝票を起票する。
２ 出金伝票には、前条第２項に規定する事項を記載しなければならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を削除すること。

（支払方法）
第24条 金銭の支払方法は、原則として銀行振込又は小切手によるものとする。ただ
し、役職員等に対する報酬、給与、諸手当等の支払その他これらによりがたい場合
は、この限りではない。

２ 銀行その他の金融機関への振込依頼書及び振出小切手の作成は、会計主任がこれ
を行い、小切手の署名及び捺印は、理事長がこれを行う。

（立会い）
第25条 次の各号に掲げる支払をしようとするときは、会計担当理事又はその指名す
る者が立会いのうえ支払わなければならない。

（１）１件の支払金額○円以上のもの
ただし、口座振替の方法により支払う場合は、この限りでない。

（２）理事会で定めたもの

（領収証の徴収等）
第26条 土地改良区は、金銭を支払ったときは、次に掲げる場合を除き債主から領収
証を徴収しなければならない。

（１）特別な事情により領収証を徴することができないときは、当該支出命令に記載
してある請求書に会計担当理事の支払証明書を付して領収証に代えることができ
る。

（２）口座振替の方法により支出した場合で１件の支払金額が○円以下のものは、金
融機関の領収証のみで債権者からの領収証の徴収をしなくともよい。

（領収証の不受理）
第27条 次の各号の一に該当する領収証は、受領してはならない。
（１）請求書の内容と一致しないもの
（２）鉛筆等消去可能なもので記載してあるもの
（３）金額を訂正してあるもの
（４）金額以外の箇所を訂正し、訂正印のないもの
（５）領収印が他人の代印であって本人の委任状がないもの
（６）領収した日付の記載がないもの

（概算払）
第28条 旅費及び経費の性質上概算をもって支払わなければ事務の取扱いに支障を及
ぼすような経費で理事長が承認したものは、概算払をすることができる。

（前金払）
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第29条 次の各号に掲げる経費については、前金払をすることができる。
（１）土地若しくは家屋の買収又は収用により、その移転を必要とすることとなった

家屋又は物件の移転料
（２）前金で支払わなければ契約しがたい買入れ又は借入れに要する経費
（３）前各号に掲げるもののほか、経費の性質上、前金をもって支払をしなければ事

務の取扱に支障を及ぼすような経費で、理事会が承認したもの

（小口現金）
第30条 会計主任は、少額の経費の支払に充てるため、あらかじめ支出命令を受けて
小口現金をおくことができる。

２ 小口現金の保有限度額は、○万円以内とし、その受払及び保管は会計主任がこれ
に当たることとする。小口現金は、金庫に保管し、その他の金銭と区別して管理し
なければならない。

３ 会計主任は小口現金の受払を小口現金出納帳に記帳し、日々の小口現金出納帳の
出納の都度、現金残高と帳簿残高の照合をしなければならない。

４ 会計主任は、毎月末日に小口現金出納帳を締切り、支払に関する書類を添付した
振替命令により処理を行うものとする。

（過誤払の戻入れ、過誤納の戻出し）
第31条 支出の誤払又は過渡しとなった金額及び資金前渡し又は概算払をした場合の
精算残金を返納させるときは、収入の手続の例により、これを当該支出した経費に
戻入れしなければならない。

２ 誤納又は過納となった金額を払戻すときは、支出の手続の例により、これを当該
収納した収入から戻出ししなければならない。

（振替命令）
第32条 土地改良区の振替（現金取引以外の取引をいう。）は、全て振替命令によらな
ければならない。

２ 振替命令には、次の事項を記載しなければならない。
（１）番号（年度別の一連番号）
（２）所属年度
（３）振替勘定科目（款、項及び説明種目）
（４）振替金額
（５）振替事由
（６）その他必要と認める事項

（振替伝票）
第33条 振替伝票の作成に当たっては、出金１件毎に１枚の振替伝票を起票するもの
とする。

２ 振替伝票には、前条第２項に規定する事項を記載しなければならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条を削除すること。

（金融口座への振込）
第34条 土地改良区が有する金融機関の口座へ振込を行う場合には、次の事項を記載
した書面を作成し、理事長の承認を得なければならない。

（１）番号（年度別の一連番号）
（２）所属年度
（３）振出し元の口座名、口座番号及び振出し金額
（４）振込先の口座名、口座番号及び振込金額
（５）振込事由
（６）その他必要と認める事項

（残高の照合）
第35条 会計主任は、現金について、日々の現金出納終了後、その残高を現金預金出
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納帳と照合しなければならない。
２ 会計主任は、毎月末において、現金及び預金残高と現金預金出納帳の残高とを照
合し、その結果について会計担当理事の確認を受けなければならない。

〔備考〕
土地改良区に会計事務補助者を置く場合にあっては、本条を次のように改める。
（残高の照合）

第35条 会計主任は、現金について、日々の現金出納終了後、その残高を現金預
金出納帳と照合しなければならない。

２ 会計主任及び会計事務補助者は、毎月末において、現金及び預金残高と現金
預金出納帳の残高とを照合し、その照合結果を互いに確認しなければならない。

３ 会計主任は、前項の確認後、その結果について会計担当理事の確認を受けな
ければならない。

（月計表の作成）
第36条 会計主任は、毎月○日までに、前月分までの月計表を作成して自ら検算を行
い、会計担当理事の確認を受けなければならない。

（農業基盤整備資金の保留金）
第37条 農業基盤整備資金の保留金を引き出すときは、当該保留金で支払うべき事業
に要する費用の証拠書類（請負契約書、都道府県知事又は当該知事が権限を委任し
た職員の発行する出来高証明書、支払証明書、請求書又は領収証等）の原本及び写
し（原本と相違ない旨の理事長の証明印のあるもの）を農業基盤整備資金受託金融
機関に提示し、原本に当該受託金融機関の証印を押印させるものとする。

２ 前項の規定により押印した請求書及び領収証は、第22条の支出命令の裏面に添付
し、契印を押印しなければならない。

（金融機関との取引）
第38条 金融機関との取引は、理事長名をもって行う。ただし、土地改良法第21条の
規定に基づく場合にあっては、監事名をもって行う。

２ 銀行その他の金融機関との取引を開始若しくは廃止し又は口座の開設若しくは解
約をするときは、理事長の承認を得なければならない。

３ 証券会社との取引を開始又は廃止するときは、前項の規定を準用する。

（証拠書類の整理方法）
第39条 収入又は支出に関する証拠書類は、１年分をまとめて予算編成の款、項及び
説明種目の順序に区分して編てつし、各区分ごとに集計表を付さなければならない。

２ 前項の場合において、証拠書類の原本を他の科目に編てつするため当該科目に編
てつすることができないときはその写しを作成し、これを編てつしなければならな
い。この場合には、写しに原本の編てつの科目を記載しなければならない。

３ 第１項の集計表には、次の事項を記入しなければならない。
（１）所属年度
（２）収入科目又は支出科目（款、項及び説明種目）
（３）枚数
（４）金額
４ 第１項の集計表に記載する金額は、当該年度末の収支決算書に計上する款、項及
び説明種目の金額に一致しなければならない。

５ 入金伝票、出金伝票又は振替伝票は、発行の日付順に編てつし、現金預金出納帳
の記載の順序と一致しなければならない。

６ 入金伝票、出金伝票又は振替伝票は、当該年度ごとに袋とじとし、そのとじ目に
は、会計担当理事及び会計主任が押印し、その表紙に、所属年度、書類名及び土地
改良区名を記載しなければならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条中第５項及び第６項を削除すること。
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第４章 帳 簿 組 織

（会計主要簿）
第40条 会計主要簿は、次の帳簿とする。
（１）現金預金出納帳
（２）収入整理簿（以下「収入簿」という。）
（３）支出整理簿（以下「支出簿」という。）
（４）仕訳帳
（５）総勘定元帳
２ 会計主要簿は、会計年度毎に更新しなければならない。

〔備考〕
仕訳帳に代わり、43条第２項で定めた事項が設けられた仕訳伝票を用いる場合

は、（４）を「仕訳伝票」と変更する。

（現金預金出納帳の記載方法）
第41条 現金預金出納帳は、全て入金伝票又は出金伝票により、取扱日付順に転記し
なければならない。

２ 現金預金出納帳には、次の事項を記載する。
（１）取引年月日
（２）入金伝票又は出金伝票の番号
（３）収入科目又は支出科目（款、項）
（４）入金金額又は支払金額
（５）手持資金残高
（６）残高内訳（現金、預金、農業基盤整備資金保留金の別）
（７）収入又は支出の内容

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合は、第１項を「現金預金出納帳は、全て収入命令又

は支出命令により、取扱日付順に転記しなければならない。」に改め、第２項第２
号を「収入命令又は支出命令の番号」に改めること。

（収入簿及び支出簿の記載方法）
第42条 収入簿及び支出簿は、予算編成の款、項及び説明種目の順に口座を設けなけ
ればならない。

２ 収入簿は、入金伝票により、支出簿は、出金伝票により、それぞれ当該款、項及
び説明種目の口座に転記するものとする。

３ 収入簿及び支出簿には、次の事項を記載する。
（１）記入年月日
（２）入金伝票又は出金伝票の番号
（３）内容
（４）予算額
（５）収入又は支出済の金額及び累計
（６）予算残高
４ 予算の流用を記載する場合には、流用減となる科目については、流用額を予算額
欄に赤記し、流用増となる科目については、流用額を予算額欄に黒記するものとす
る。予備費の充用の場合も同様とする。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合は、本条中第２項を「収入簿は、収入命令により、

支出簿は、支出命令により、それぞれ当該款、項及び説明種目の口座に転記する
ものとする。」に改め、第３項第２号を「収入命令又は支出命令の番号」に改める
こと。

（仕訳帳の記載方法）
第43条 仕訳帳は、全て入金伝票、出金伝票及び振替伝票により、取扱日付順に記載
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しなければならない。
２ 仕訳帳には、次の事項を記載する。
（１）取引年月日
（２）勘定科目
（３）総勘定元帳の頁数
（４）借方金額又は貸方金額

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合は、第１項の「入金伝票、出金伝票及び振替伝票」

を、「収入命令、出金命令及び振替命令」に改めること。

（総勘定元帳の記載方法）
第44条 総勘定元帳には、各勘定ごとに仕訳帳に記載の年月日、相手方勘定科目及び
金額を記載しなければならない。

（補助簿）
第45条 土地改良区は、会計主要簿のほかに会計補助簿として、次の帳簿を置かなけ
ればならない。

（１）賦課金台帳
（２）賦課金徴収原簿
（３）夫役現品台帳
（４）夫役現品徴収原簿
（５）補助金台帳
（６）受託金台帳
（７）その他未収金台帳
（８）未払金台帳
（９）小口現金出納帳
（10）工事総括簿
（11）請負工事簿
（12）直営工事簿
（13）事業用地買収補償簿
（14）工事用資材受払簿
（15）労務者出役簿
（16）土地改良施設台帳
（17）固定資産台帳
（18）区債及び借入金台帳
（19）その他資産負債台帳
（20）備品台帳
（21）消耗品受払簿
（22）積立金台帳
（23）退職給与金要支給額台帳

〔備考〕
第１項の各号については、実態に即して選択すること。

２ 会計補助簿は、各会計年度を通じて継続使用して差支えない。
３ 賦課金台帳及び夫役現品台帳は、賦課金又は夫役現品の賦課基準、賦課額、徴収
済額、徴収未済額等を賦課通知書の交付区分毎に詳細に記載する。

４ 賦課金徴収原簿及び夫役現品徴収原簿は、賦課金又は夫役現品の賦課基準、賦課
額、徴収済額、徴収未済額等を個人別に詳細に記載する。

５ 補助金台帳は、補助金の交付単位毎に、交付者、交付決定額、受領日、受領金額
等を詳細に記載する。

６ 受託金台帳は、受託業務毎に、委託者、契約締結日、契約金額、受領日、受領金
額等を詳細に記載する。

７ その他未収金台帳は、補助金、受託金、賦課金の未収以外の未収金について、未
収金別に、その相手方、支払期限日、未収金額等を詳細に記載する。
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８ 未払金台帳は、委託業務の単位毎に、その相手方、契約締結日、契約金額等を詳
細に記載する。

９ 小口現金出納帳は、支払日付順に、支払年月日、支出種目、支出額等を記載する。
10 工事総括簿、請負工事簿及び直営工事簿は、工種別に施行箇所、数量、設計予算
額、請負額、支出額等を詳細に記載する。

11 事業用地買収補償簿は、工種別に買収補償の対象となる土地物件の所在地、被買
収補償者、買収費、補償費等を詳細に記載する。

12 工事用資材受払簿は、工事用資材の受払を工種別かつ品目別に詳細に記載する。
13 労務者出役簿は、個人別に出役日数、歩掛、日給額等を詳細に記載する。
14 土地改良施設台帳は、施設の種類、所在、構造、規模、数量、取得価額等を詳細
に記載する。

15 固定資産台帳は、土地改良施設台帳に登載されていない土地、建物、機械等につ
いて取得価額等を詳細に記載する。

16 区債及び借入金台帳は、借入金及び農業基盤整備資金を１件毎に詳細に記載する。
17 その他資産負債台帳は、賦課金台帳、夫役現品台帳、固定資産台帳並びに区債及
び借入金台帳に記載されない未収使用料、前払金、前受金、未払金等の資産及び負
債を詳細に記載する。

18 備品台帳は、品目毎に、購入金額、修繕費、廃棄年月日等を詳細に記載する。
19 消耗品受払簿は、消耗品の受払を品目別に詳細に記載する。
20 積立金台帳は、積立金の種類毎に、預入金融機関、預入期間、利率等を詳細に記
載する。

21 退職給与金要支給額台帳は、対象職員毎に採用からの経過年数、支給率、支給計
算基準額等を詳細に記載する。

22 この会計細則に定めるほか、必要に応じて補助簿をおくことができる。

〔備考〕
第３項から第21項については、実態に即して選択すること。

（会計伝票等の種類及び様式）
第46条 会計伝票の種類及び様式、日計表、月計表、精算表及び集計表の様式につい
ては､別添２に定めるところによる。

（記帳）
第47条 仕訳帳及び現金預金出納帳は、全て収入命令、支出命令及び振替命令に基づ
いて遅滞なく記帳するとともに、仕訳帳から総勘定元帳に記帳しなければならない。

２ 補助簿は、その証拠書類に基づいて記帳しなければならない。

（帳簿間の照合）
第48条 会計主任は、毎月末において、収入簿の収入済額及び支出簿の支出済額の月
計と、現金預金出納帳の入金月計及び出金月計とを照合し、会計担当理事の確認を
受けなければならない。

〔備考〕
土地改良区に会計事務補助者を置く場合にあっては、本条を次のように改める。
（帳簿間の照合）

第48条 会計主任及び会計事務補助者は、毎月末において、収入簿の収入済額及
び支出簿の支出済額の月計と、現金預金出納帳の入金月計及び出金月計とを照
合し、その照合結果を互いに確認しなければならない。

２ 会計主任は、前項の確認後、その結果について会計担当理事の確認を受けな
ければならない。

第５章 決 算 事 務

（収支決算書等の提出）
第49条 会計担当理事は、毎会計年度、会計主任をして収支決算書、貸借対照表、正
味財産増減計算書及び財産目録を作成させ、事業年度終了の日の翌日から３ヶ月以
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内に理事長に提出しなければならない。

（決算前の検算等）
第50条 会計担当理事は、当該会計年度の収支決算書、貸借対照表、正味財産増減計
算書及び財産目録を作成する前に、入金伝票、出金伝票及び振替伝票と現金預金出
納帳、収入簿及び支出簿の記載事項との照合、主要簿と補助簿との記載事項の照合
並びにこれらの帳簿の記載事項の検算をしなければならない。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、「入金伝票、出金伝票及び振替伝票と」を「収

入命令、支出命令及び振替命令と」に改める。

（有価証券の評価）
第51条 満期まで所有する意思をもって保有する有価証券の評価額は、原則としてそ
の取得価額とする。なお、取得価額と債権金額との差額の性格が金利の調整と認め
られるときは、償却原価法に基づいて算定した価額とする。また、満期保有目的以
外の有価証券のうち市場価格のあるものについては、時価により評価する。

２ 有価証券の取得価額は、購入原価に購入手数料を加算した額とする。

〔備考〕
「土地改良区会計基準」を参考に土地改良区の実態に即して規定すること。

（収支決算書等の作成）
第52条 会計担当理事は、第50条による検算によって帳簿の記載が正確であることを
確認した後、会計主任をして現金預金出納帳、収入簿及び支出簿の各口座を締切ら
せ、収入簿及び支出簿の各款、項及び説明種目の累計を科目配列の順に列記して収
支決算書を作成させるものとする。

２ 会計担当理事は、会計主任をして主要簿及び補助簿に基づき決算整理仕訳（資産
について減価償却費、有価証券について時価評価に伴う損益、繰延資産の償却等、
決算に当たって必要となる仕訳をいう。）を行わせ仕訳帳及び総勘定元帳の各口座を
締切らせ精算表、貸借対照表及び正味財産増減計算書を作成させるものとする。

（財産目録）
第53条 会計担当理事は、会計主任をして、財産目録に記載すべき資産及び負債の現
況を、主要簿、補助簿及び関係書類によって作成させるものとする。

２ 前項の財産目録は、記載すべき資産がなく、負債のみの場合でもこれを作成する
ものとする。

３ 第１項の財産目録を作成する場合において、補助金及び使用料を除いた債権並び
に区債及び借入金を除いた債務については、相手先別にその金額の明細表を作成し
なければならない。

（年度決算における留意事項）
第54条 年度決算において会計主任は、通常の整理業務のほか、少なくとも次の事項
について計算及び確認を行うものとする。

（１）未収金、未払金、前払金及び前受金の計算
（２）資産評価額の適否及び合計額並びに簿外資産のないことの確認
（３）負債の評価額の適否及び合計額並びに簿外負債のないことの確認
（４）その他決算に当たって必要とされる事項の確認

（事業報告書）
第55条 規約第40条第２項の規定による事業報告書には、次の事項を記載するものと
する。

（１）地区及び組合員の状況
（２）事業の状況
（３）事務の経過
（４）経理の状況
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第６章 記帳上の注意事項

（記帳原則）
第56条 証拠書類等の金額は、算用数字を使用し、読みやすいように円以上全て三位
ごとにコンマ（，）をつける。

２ 次頁に繰越すときは、その頁の最終行に金額の小計を記入して摘要欄に「次葉へ
繰越」と書き、次頁最初の行の摘要欄に「前葉より繰越」として小計を転記する。

３ 現金預金出納帳、総勘定元帳、収入簿及び支出簿は、１行に１件（伝票１枚）を
記入する。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条第３項中「（伝票１枚）」を削除すること。

（収入命令日等）
第57条 収入命令及び支出命令は、相手先に請求する日又は相手方から請求があった
日をもって作成するものとし、入金伝票又は出金伝票は相手方から入金があった日
又は相手方に出金する日をもって作成するものとする。また、振替命令は、振替す
る日をもって作成するものとする。

２ 収入命令、支出命令、振替命令、入金伝票、出金伝票又は振替伝票における金額
又は相手先名等の誤記を訂正する必要がある場合には、新たに収入命令、支出命令、
振替命令、入金伝票、出金伝票又は振替伝票を作成しなければならない。

３ 前項の誤記に係る収入命令、支出命令、振替命令、入金伝票、出金伝票又は振替
伝票が既に整理済にあるときは、前項の規定にかかわらず誤記に係るものはそのま
まとし、誤記の発見の日の日付をもって新たに誤記に係るものと同様のものを赤字
で作成し訂正のものを黒字で作成するものとする。

４ 前２項の訂正により主要簿及び補助簿の記載事項を訂正するには、誤記部分を新
たに赤記し、次の行にて訂正部分を黒記するものとする。

〔備考〕
伝票制度を採用しない場合には、本条第１項を次のように改めること。
「収入命令及び支出命令は、相手方に請求した日又は相手方から請求があった

日をもって作成するものとする。」
また、第２項及び第３項中、「収入命令、支出命令、振替命令、入金伝票、出金

伝票又は振替伝票」を「収入命令、支出命令又は振替命令」に改めること。

（誤記訂正等）
第58条 誤記を取り消す場合又は前条第２項若しくは第３項の規定による誤記訂正以
外の訂正をする場合には、誤記の字句に取消線（黒）を画いて取消し、訂正すべき
字句を記載する。この場合において数字については、誤記が一字であっても、その
一連の数字全部を訂正するものとする。

２ 主要簿又は補助簿の行全部を取消すときは、その行の中央に取消線（黒）を画き、
その上に「空白」と赤記し、頁の全行を取消すときは「廃頁」と赤記する。

３ 主要簿又は補助簿の頁又は行を越えて記帳したときは、前項に準じて空白部分に
取消線を画き、これを抹消する。

４ 主要簿又は補助簿に記入の漏れを発見したときは、発見の日の日付をもって記入
を行い、摘要欄又は附記欄に「○年○月○日分追記」と赤記する。

（責任者印）
第59条 前２条の規定により訂正又は取消を行った箇所には、会計担当理事及び会計
主任が訂正印を押印しなければならない。

２ 使用済となった主要簿又は補助簿には、表紙裏面に帳簿の使用期間中の責任の所
在を明らかにするため、理事長、会計担当理事、会計主任及びその帳簿を監査した
監事の氏名を記録し、押印しなければならない。

第７章 固定資産会計事務
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（固定資産の範囲）
第60条 固定資産とは、次に掲げるものをいう。ただし、時の経過によりその価値を
減少する資産については、耐用年数が１年以上で、かつ、取得価額が３万円以上の
ものをいう。

（１）有形固定資産
所有土地改良施設、土地改良施設用地、機械及び装置、車輌運搬具、工具、器

具等
（２）無形固定資産

受託土地改良施設使用収益権、地上権、ソフトウェア等
（３）その他固定資産

ア 基本財産
山林、宅地及びその従物、備荒積立金、土地改良施設更新積立金等

イ 特定資産
財政調整基金、職員退職給付積立金、転用決済金積立金等

〔備考〕
「土地改良区会計基準」を参考に土地改良区の実態に即して規定すること。

（評価額等）
第61条 固定資産の評価額は、次の各号による。
（１）造成によるものは、取得価額から国等補助金等を控除した価額
（２）譲与によるもので土地改良区が一部負担しているものは、土地改良区の負担相

当価額、その他のものは、評価額
（３）購入に係るものは、購入価額に附帯費用を加算した金額
（４）交換によるものは、交換に際し提供した物件の帳簿価額
（５）贈与によるものは、評価額
（６）積立金及び有価証券に係るものは、積立額又は取得価額

〔備考〕
（１）及び（２）の土地改良施設の評価にあっては、土地改良区会計基準（平

成23年４月１日付け22農振第2410号農林水産省農村振興局長通知。）第８を参考に、
土地改良区の実態に即して、本条の２項以下において評価対象施設、評価方法、
減価償却の方法等を規定する。

（固定資産の管理）
第62条 会計主任は、固定資産台帳により、固定資産の保全状況及び異動について所
要の記録を行うとともに、その異動に関し必要事項を、その都度、会計担当理事に
報告しなければならない。

２ 固定資産が毀損又は滅失した場合は、直ちに会計担当理事に報告し、その指示を
受けなければならない。

（現状調査）
第63条 会計主任は、毎会計年度１回、固定資産の現状につき調査を行い、固定資産
台帳と照合し、その過不足、要修理の如何につき報告書を作成してこれを会計担当
理事に提出しなければならない。

（有形固定資産の改良と修繕）
第64条 有形固定資産の性能を向上し、又は耐用年数を延長するために要した金額は、
これをその資産の価額に加算するものとする。

２ 有形固定資産の現状を維持し、原能力の回復に要した金額は、修繕費とする。

第８章 物品会計事務

（物品の範囲）
第65条 物品とは、次の各号のものをいう。
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（１）備品 機械器具及びその他の物品で、原型のまま比較的長期の反復、使用に耐
えるもののうち、１件又は１組の取得価格が３万円以上のもの

（２）消耗品 備品以外のもの

（物品の管理）
第66条 物品の管理については、備品台帳及び消耗品受払簿により記録を行うものと
し、第63条の規定を準用する。

（物品の処分）
第67条 物品（消耗品を除く。）を売却、廃棄等の処分に付する場合は、理事長の承認
を得なければならない。

（実地棚卸し）
第68条 会計主任は、物品について定期に実地棚卸しを行わなければならない。

第９章 補 則

（財務状況の公表）
第69条 規約第46条の規定により公表する財務状況には、次の事項を記載するものと
する。

（１）収入支出予算の執行状況
（２）財産、区債及び借入金の現在額
（３）組合員の負担の状況
（４）その他理事長が必要と認める事項
２ 前項の財務状況は、毎年度○月○日から○月○日までの期間におけるものを○月
○日までに公表するものとする。

３ 財務状況の公表は、前項に規定する期日から10日間公告して行う。
４ 理事長は、財務状況を公表するには、あらかじめ理事会の承認を受けなければな
らない。

〔備考〕
第２項の期間は、年１回公表する場合は会計年度とし、年２回公表する場合は

会計年度の上半期、下半期とし、公表時期は、それぞれの期間満了後の３ヶ月を
経過した日にする。

附 則

この会計細則は、平成 年 月 日から施行する。


